
　第３回　東日本連携・創生フォーラム

経済局　平成３０年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

本市は、北海道、東北、上信越、北陸地方と新幹線で結ばれており、さらに

広域的な道路網も充実しています。平成28年3月に大臣決定された首都圏広域地

方計画において、「大宮」は、これらの地域からの多種多様なヒト・モノが実

際に集結する対流拠点として、企業の取引機会拡大や販路開拓、連携によるイ

ノベーションの創出等への取組支援や広域周遊観光ルート構築のための玄関口

機能を果たすことが期待されています。そこで、東日本の中枢都市づくりを加

速させるなど、東日本全体の成長発展に貢献し、東日本がもつポテンシャルや

エネルギーを本市の成長発展にも繋げていくことが必要です。

これらに加え、地域経済をより活性化させるためには、文化、観光等の地域

資源の活用や、効果的な交流人口の拡大を図っていくとともに、２０２０年東

京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え、インバウンド効果

が期待される外国人観光客受け入れのための環境整備や、気運醸成を図ってい

くことも必要です。

一方、急速に進展している超高齢社会を支えていくための社会的基盤整備が

喫緊の課題となっています。本市の優位性を活かした企業誘致、新たな産業の

創出及び現在の産業を持続的に成長させる取組を推進するとともに、働く意欲

のある女性や若年者のみならず、増加傾向にある中高年の無業者等に対する就

労支援の充実を図り人材を確保することが必要です。

また、市民に安全な農作物を安定的に供給する体制を構築し、地産地消の推

進や都市住民との農の価値と魅力の共有を図るなど都市農業を振興することが

必要です。さらに、農家人口の減少や農業従事者の高齢化が深刻化しており、

農業の担い手の育成・確保と農業経営の安定に向けた取組が必要です。

（１）東日本連携拠点を核にしたビジネス交流の推進

東日本の交流拠点都市実現のため、東日本地域の広域連携による地方創生の拠

点として、企業取引の拡大や効果的な情報発信を行う「（仮称）東日本連携支援

センター」を開設するとともに、同センターを核としたビジネスマッチングを推

進する必要があります。

（２）広域観光周遊ルートの形成

本市をはじめとする東日本連携都市

への誘客を促進し、交流人口の拡大に

よる地域経済の活性化を図るため、広

域観光周遊ルートを形成していく必要

があります。
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出典：

「転入転出企業分析2016【さいたま市分析レポート】」

(株)帝国データバンク（平成28年）

（３）地域資源を活用したにぎわいの創出

伝統産業、プロスポーツチームや大型イベ

ントなど本市の地域資源を活用したにぎわい

の創出と本市の知名度向上を図りながら、地

域商業を活性化する必要があります。

（４）ＭＩＣＥの推進

ＭＩＣＥ誘致戦略に基づき、東日本の中枢

都市にふさわしいＭＩＣＥ開催都市を目指す

ため、市の重点施策の推進と連動しながら、

継続的な誘致活動を展開するとともに、ＭＩ

ＣＥ誘致に関する長期的な取組の土台となる

基盤を整備する必要があります。

（５）戦略的な企業誘致の推進

将来にわたって本市の財政基盤の強化、雇用機会の創出等を図るため、本市の

持つ優位性を活かした企業誘致活動を実施していく必要があります。

また、オフィス・用地等の不足に対応し計画的な企業誘致を図るため、官民連

携により、産業集積拠点を整備していく必要があります。

【市内における2006年から2015年（10年間）の企業本社の転入・転出状況】

○10年間で、61社転入超過

→政令指定都市では20市中3位

さいたまるしぇ風景

第21回国際疫学会総会

さいたま市の転入転出企業数推移
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（７）就業の推進と誰もが働きやすい環境づくり

雇用情勢は改善していますが、働く意欲を持つ全ての世代に、雇用を取り巻

く課題が依然として存在しています。女性のライフステージや、不安定な雇用

状況にある若年者に応じた就労支援に加え、中高年の無業者への就労支援な

ど、世代・状況に応じた支援を実施する必要があります。

また、職業・勤労意識の醸成を図るきっかけづくりとして、学齢期からの産

業人材育成などに取り組んでいく必要があります。

さらに、中小企業等の人材確保のため、就労・職場定着に資する支援を拡充

していく必要があります。

（６）中小企業、成長産業の支援

中小企業は地域経済や雇用、くらしを支えています。人口減少の到来や生産

年齢人口減少という構造的な課題から経済規模の縮小が見込まれる中、地域が

持続的な発展をとげるためには、中小企業の経営安定化や成長に向けた支援を

行う必要があります。

また、医療機器等の成長産業への新規参入支援、オープンイノベーションに

よるビジネスマッチング支援の拡充と東日本地域におけるビジネス交流の促進

及び市内企業の積極的な情報発信などを行い、中小企業の事業機会拡大を推進

し、地域産業の活性化につなげる必要があります。

さらに、中小企業の製品開発や国際展開を促進し、欧州企業との技術交流に

よる高付加価値市場参入支援や、アジアを中心とした販路拡大支援を行う必要

があります。

小中学生自ら企画した商品販売会

electronic Asia 2017(香港開催)

さいたま市ブース
さいたま市産業交流展2017

展示会場

ワークステーションさいたま
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（９）食を安定的に供給するための基盤整備

安全な農作物を安定的に供給するため、農業生産性や水路機能等を向上させ

ていく必要があります。

また、（仮称）農業及び食の流通・観光産業拠点として、ワンストップ化を

含めた食肉の海外輸出拠点等の新たな機能を有した食肉中央卸売市場・と畜場

及び地域外からの交流人口の増加を目指す地域経済活性化拠点の一体的な整備

を推進していく必要があります。

（８）地産地消の推進、担い手の育成・確保

首都圏という大消費地に立地する本市の特色である都市農業を持続的に発展さ

せていくため、認定農業者や農業後継者などへの支援による担い手の確保や、農

情報の積極的な発信、農産物の安全・安心な生産体制の整備として、ＧＡＰ取得

の支援及びブランド化による地産地消を推進していく必要があります。

さいたま市発祥のさつまいも「紅赤」 「紅赤」を使って商品開発したお菓子

岩手県

群馬県
熊本県

岐阜県

宮崎県
（2施設）

鹿児島県
（4施設うち2施設がEU） ●

●

★

★●

●

対米・EU向け認定食肉処理施設（牛肉）の配置

★：対米、EU認定施設
●：対米認定施設

日本産和牛のすき焼き用花盛り
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）東日本連携拠点を核にしたビジネス交流を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

1 総振 東日本連携・創生フォ 10,895 11,638 東日本の広域的な連携による地方創生に向け

創生 ーラム事業 (10,895) (11,638) た東日本連携・創生フォーラムの開催

〔経済政策課〕

2 拡大 （仮称）東日本連携支 267,109 37,040 東日本の交流拠点都市実現のためのプラット

総振 援センター整備事業 (133,555) (18,520) フォーム「（仮称）東日本連携支援セン

成長 〔経済政策課〕 ター」を整備

創生

3 総振 東日本の商材の販路拡 33,838 44,696 「（仮称）東日本連携支援センター」を中核

成長 大事業 (16,919) (22,348) とした、市内事業者と東日本の商材のマッチ

創生 〔経済政策課〕 ング支援

（２）広域観光周遊ルートを形成します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

4 総振 東日本連携広域周遊 2,509 7,446 東日本地域への観光客誘致に向け、地域資源

成長 ルート事業 (2,509) (7,446) を相互に活用した広域周遊ルートの活用につ

創生 〔観光国際課〕 いて、連携自治体との協議を実施

5 拡大 インバウンド促進事業 15,714 12,355 広域周遊ルート等を活用し、外国人観光客の

総振 〔観光国際課〕 (15,714) (12,355) 誘致を促進するためのプロモーション活動を

成長 実施

創生

本市の目指す東日本の交流拠点都市を実現するため、東日本地域の広域連携による地方

創生拠点の整備を進めていくとともに、東日本地域の地域資源を相互に活用し、観光客誘

致に向けた広域観光周遊ルートを形成するほか、本市の伝統産業、地域資源を活用した交

流人口の拡大による地域経済の活性化を目指します。

また、今後の超高齢社会を支える基盤整備を強化し、就労支援の充実、市内企業の人材

の確保を目指すために、企業誘致や新たな産業創出を推進します。

さらに、首都圏における安全な食の安定的供給と地産地消を推進するため、都市農業を

振興するとともに、農家人口の減少や農業従事者の高齢化に対応するため、農業の担い手

の育成・確保と農業経営の安定化を目指します。

また、（仮称）農業及び食の流通・観光産業拠点として、ワンストップ化を含めた食肉

の海外輸出拠点等の新たな機能を有した食肉中央卸売市場・と畜場及び地域外からの交流

人口の増加を目指す地域経済活性化拠点の一体的な整備、運営方法を検討していきます。

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（３）地域資源を活用したにぎわいを創出します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

6 拡大 （仮称）にぎわい交流 31,255 13,115 旧岩槻区役所敷地利用計画に基づく、城下町

総振 館いわつき整備事業 (17,055) (13,115) のにぎわいや交流を生む『まちづくり拠点』

〔経済政策課〕 の整備

7 拡大 大型イベント等と連動 63,887 62,187 商店街の活性化を図るため、にぎわいが創出

総振 した商店街支援事業 (63,887) (62,187) できる市内大型イベント等との連携事業を実

倍増 〔商業振興課〕 施

創生

8 拡大 スポーツチームと連携 8,824 4,000 地元のプロ・アマトップスポーツチームと連

総振 した地域経済活性化 (8,824) (4,000) 携した地域経済等活性化事業を実施

成長 〔商業振興課〕

創生

9 新規 文化芸術を活用した商 4,966 0 市内商業の活性化を図るため、商店街等にお

総振 業振興事業 (4,966) (0) いて、盆栽、音楽、現代アートなどの文化芸

成長 〔商業振興課〕 術を活用したイベント等を実施

10 拡大 伝統産業活性化事業 7,948 3,152 本市の伝統産業を地域活性化のための貴重な

総振 〔商業振興課〕 (7,948) (3,152) 地域資源と捉え、その存在と魅力を広く発信

創生

11 総振 さいたまスイーツ等プ 5,598 5,400 消費の拡大や誘客の促進、地域商業の活性化

創生 ロモーション事業 (5,598) (5,400) につなげるため、地域資源であるスイーツ等

〔商業振興課〕 のＰＲを実施

12 総振 商店街環境整備補助事 22,675 26,570 商店会が整備する共同施設の建設、改修等の

創生 業 (22,675) (26,570) 事業に対し補助

〔商業振興課〕

13 総振 商店街活性化推進補助 16,847 16,101 商店街の活性化及びまちなかのにぎわいを創

創生 事業 (16,847) (16,101) 出する事業に対し補助

〔商業振興課〕

14 新規 地域資源や食文化を活 1,073 0 地域経済の活性化を図るため、地域資源や食

総振 用した食の観光振興事 (1,073) (0) 文化を活用した食の観光振興施策を実施

成長 業

創生 〔観光国際課〕

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

15 総振 未来に向けた盆栽文化 13,919 0 本市の魅力ある盆栽の振興を図るため、大宮

倍増 の継続・発展 (13,919) (0) 盆栽のブランド強化に向けた取組を実施

成長 〔観光国際課〕

創生

16 総振 さいたまるしぇ事業 20,000 20,000 本市自慢の「食」をテーマとした情報の発信

創生 〔観光国際課〕 (20,000) (20,000) イベントを実施することで、市内の「食」を

ＰＲ

（４）ＭＩＣＥを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

17 拡大 ＭＩＣＥ推進事業 19,117 16,326 （公社）さいたま観光国際協会等と連携し、

総振 〔観光国際課〕 (19,117) (16,326) コンベンションをはじめとするＭＩＣＥの誘

成長 致促進

創生

（５）戦略的な企業誘致を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

18 総振 戦略的企業誘致推進事 184,398 183,256 財政基盤の強化、雇用機会の創出、地域経済

成長 業 (184,390) (183,245) の活性化を目的として、戦略的な企業誘致活

創生 〔産業展開推進課〕 動を展開

19 総振 産業集積拠点創出事業 82,534 12,000 新たな産業集積拠点の創出に向けて、基礎調

成長 〔産業展開推進課〕 (82,534) (12,000) 査、基本計画策定、事業手法の選定等を行

創生 い、事業化に向けた地元合意形成や、関係機

関との協議を実施

（６）中小企業、成長産業を支援します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

20 総振 中小企業支援事業 241,944 240,178 市内中小企業の経営基盤強化､創業者の育成､

倍増 〔経済政策課〕 (241,944) (240,178) 女性の起業等を総合的に支援

創生

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

21 総振 中小企業資金融資事業 12,443,700 13,038,142 市内中小企業者及び創業者に対し、経営の安

創生 〔経済政策課〕 (37,215) (46,794) 定及び向上に必要な資金のあっせん

22 総振 ＣＳＲ活動推進事業 16,437 14,271 市内企業の安定的な存続を支援するため、認

倍増 〔経済政策課〕 (16,437) (14,271) 証した企業に対する支援及び認証制度のＰＲ

創生 実施

23 総振 イノベーション推進事 10,462 16,819 研究開発型企業の集積とイノベーションの創

創生 業 (10,462) (16,819) 出のため、市内企業の新技術創出を支援

〔産業展開推進課〕

24 総振 産業交流推進事業 22,500 23,030 地域産業の成長促進を図るため、オープンイ

創生 〔産業展開推進課〕 (22,500) (23,030) ノベーションのビジネスマッチングを推進

25 総振 さいたま市研究開発型 27,708 28,420 技術の独創性・革新性に優れた市内研究開発

倍増 企業認証支援事業 (27,708) (28,420) 型企業を認証し、認証企業のグローバルニッ

創生 〔産業展開推進課〕 チトップ化等を支援

26 拡大 国際技術交流推進事業 29,914 24,158 欧州産業クラスターとの技術交流や海外展示

総振 〔産業展開推進課〕 (29,914) (24,158) 会を通じ、中小企業の国際展開を推進

成長

創生

27 総振 海外新市場開拓支援事 10,128 10,074 行政と金融機関が連携することで、アジア市

成長 業 (10,128) (10,074) 場への販路拡大を支援

創生 〔産業展開推進課〕

28 拡大 さいたま医療ものづく 54,744 52,501 医療機器関連分野への新規参入・事業拡大に

総振 り都市構想推進事業 (54,744) (52,501) 資する支援策の展開

成長 〔産業展開推進課〕

創生

29 総振 さいたまものづくりプ 21,265 20,877 次世代高度ものづくり企業成長支援のため、

創生 ラットフォーム事業 (21,265) (20,877) 生産性向上支援や人材の高度化を実施

〔産業展開推進課〕

30 総振 産学連携推進事業 173,538 199,759 研究開発における企業と研究機関の産学連携

創生 〔産業展開推進課〕 (31,038) (34,759) を支援し、新技術開発と新事業創出を推進

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（７）就業の推進と誰もが働きやすい環境づくりをします。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

31 総振 就職支援体制整備事業 30,057 77,651 国と共同で就労支援拠点施設を運営し、職業

創生 〔労働政策課〕 (29,565) (77,158) 相談・紹介と連携した就労支援事業や女性の

再就職に役立つセミナー等を実施

32 総振 ニートの就労機会の創 8,570 8,582 ニートの就労機会を創出するため、国が設置

倍増 出 (6,459) (6,456) する「地域若者サポートステーションさいた

創生 〔労働政策課〕 ま」と連携し、職業的自立を支援

33 総振 中小企業等の人材確保 41,782 41,660 中小企業等の人材確保を支援するため、企業

倍増 支援 (41,782) (41,660) ＰＲの場の創出等によるマッチング機会の提

創生 〔労働政策課〕 供により、企業と働きたい人を支援

34 総振 産業人材育成支援事業 9,285 9,105 小・中・高校生を対象に、職業意識・勤労意

創生 〔労働政策課〕 (9,285) (9,105) 識の醸成及び職業に関する知識や技能の習得

・向上を支援

（８）地産地消の推進とともに、担い手を育成・確保します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

35 総振 都市農業担い手育成事 31,909 32,963 担い手確保のため、認定農業者や農業後継者

創生 業 (31,609) (32,663) の育成、支援のほか、都市住民との協働を目

〔農業政策課〕 的にランドコーディネーターを育成

36 拡大 滞在型市民農園と農業 11,820 564 地産地消推進のため、農産物直売所などの施

総振 交流施設の整備事業 (11,820) (564) 設を軸に、市民農園や観光農園と連携した、

創生 〔農業政策課〕 農業交流施設を整備

37 総振 新農業ビジネス振興事 6,676 278,457 認定農業者等、地域の担い手である農業者に

創生 業 (6,676) (11,080) に対して、ＩＴ農業等の導入により収益性の

〔農業政策課、見沼グ 高い都市農業を振興

リーンセンター〕

38 拡大 地産地消事業 15,333 9,516 市内農産物の安全・安心な生産体制の整備、

総振 〔農業政策課〕 (15,333) (9,516) ＧＡＰ取得の取組、ＰＲによる消費拡大、ブ

成長 ランド化、商品開発等の支援を通じて地産地

創生 消を推進

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

39 総振 見沼田圃を積極的に活 2,000 700 見沼田圃を農業生産や観光、レクリエーショ

倍増 用した体験型観光農園 (2,000) (700) ンの場として積極的に活用するため、農業者

成長 の推進 等が実施する見沼の自然や農をＰＲするイベ

創生 〔農業政策課〕 ントの開催や農業体験のできる観光農園や栽

培収穫体験農園の開設を支援

（９）食を安定的に供給するための基盤整備をします。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

40 総振 市場活性化事業 4,800 4,800 卸売市場を活性化するため被災地産の物販イ

創生 〔農業政策課〕 (4,800) (4,800) ベントを開催

41 総振 農業用水路整備事業 157,854 139,353 安定した用水の確保や十分な排水機能の確保

〔農業環境整備課〕 (49,354) (47,953) による農業生産性及び風水害時における水路

機能等を向上させるための水路整備を実施

42 拡大 農業基盤整備事業（さ 13,210 15,648 見沼区膝子地区を中心とした区域（膝子・横

いたま中央地区） (13,210) (15,648) 根・上野田・高畑）における土地改良事業の

〔農業環境整備課〕 実施に向けた計画の策定

43 拡大 （仮称）農業及び食の 51,265 12,413 食肉中央卸売市場・と畜場及び地域経済活性

総振 流通・観光産業拠点整 (51,265) (12,413) 化拠点を一体的に整備する（仮称）農業及び

創生 備事業 食の流通・観光産業拠点の整備・運営方針検

〔経済政策課、食肉中 討

央卸売市場・と畜場〕

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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３．見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

経済政策課
公益財団法人さいたま市
産業創造財団融資業務
に係る委託料の縮小

融資相談の受付体制の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 2,702

労働政策課
就業体験付き就労スキル
アップ支援業務（中高年対
象）に係る委託料の縮小

事業実施会場の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 324

労働政策課
民間就職情報サイト活用
型採用支援業務に係る委
託料の縮小

積算内容の精査、見直しにより、予算額を縮小する。 △ 266

産業展開推進
課

さいたま市産業交流展事
業に係る負担金の縮小

「BIZ SAITAMA」開催経費の精査により、予算額を縮小する。 △ 500

産業展開推進
課

高度ものづくり人材育成支
援業務に係る委託料の縮
小

プロトタイピング工房業務委託について、回数や仕様の見直しによ
り、予算額を縮小する。

△ 2,501

産業展開推進
課

さいたま市研究開発型企
業認証支援事業に係る報
償費の縮小

来年度の認証申請の手続きや、スケジュールの見直しにより、予
算額を縮小する。

△ 175

産業展開推進
課

さいたま医療ものづくり都市
構想推進事業に係る印刷
製本費の縮小

パンフレット配布計画の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 195

産業展開推進
課

イノベーション推進事業に
係る委託料の縮小

業務内容及び特区プロジェクトの見直しにより、予算額を縮小す
る。

△ 2,333

商業振興課
商業等振興審議会委員
に係る報酬の縮小

商業等振興審議会の開催回数の見直しにより、予算額を縮小
する。

△ 112

商業振興課
商店街振興事業に係る消
耗品費の縮小

在庫状況を踏まえて、予算額を縮小する。 △ 476

観光国際課
さいたま観光大使事業に
係る報償費の縮小

実績を踏まえて、予算額を縮小する。 △ 450

観光国際課
うなぎまつり交流事業に係
る旅費の縮小

事業内容を整理することにより、予算額を縮小する。 △ 149

観光国際課
インバウンド促進事業に係
る消耗品費の縮小

実績を踏まえて、予算額を縮小する。 △ 110

観光国際課
市外観光PR事業に係る
通信運搬費の縮小

ＰＲ事業実施方法の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 140

農業政策課
都市農業推進事業に係る
印刷製本費の縮小

農業振興ビジョンを増刷しないことにより、予算額を縮小する。 △ 654

農業政策課
都市農業担い手育成事
業に係る報償費の縮小

農業経営向上のためのフォローアップ事業内容の見直しにより、予
算額を縮小する。

△ 390

農業政策課
認定農業者支援事業に
係る報償費の縮小

事業内容の見直しにより、予算額を縮小する。 △ 360

農業政策課
農業経営安定・生産向上
事業に係る補助金の縮小

実績を踏まえて、予算額を縮小する。 △ 520

他13件
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 79 23款

-

＜主な事業＞

１ 81,109 [参考]

２ 4,485 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 141 19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 9,152 ４ 2,729

２ 100,550 

３ 23,110

　市内在住の勤労者に対し、住宅資金等を低利で融資
（あっせん）する勤労者支援資金融資制度の円滑運用を
図るため、融資を実行する指定金融機関に対し、預託を
行います。

勤労者の福祉向上に資する事業への補助
　公益財団法人さいたま市産業創造財団勤労者福祉サー
ビスセンターが実施する、市内中小企業への福利厚生事
業や、市内勤労者関係団体が実施する、福祉の増進及び
労働条件の改善を図るための事業への補助を行います。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞　

国際交流事業 予算額 85,594 

2款 総務費/1項 総務管理費/2目 国際交流費 諸収入

　国際的な視野を広げ、異文化理解を通じて人材育成を
図るため、姉妹・友好都市とスポーツ少年団の派遣・受
入れによる相互交流を行います。また、姉妹・友好都市
以外の海外都市とも、分野を絞った交流を行います。

前年度予算額 168,287 

増減 △ 32,746 

8 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 100,550 

　勤労者が安心して働ける労働環境の実現を図るため、労働問題等に関する正し
い認識と理解の啓発や、勤労者の職場定着促進を目的とした資格取得等をサポー
トする講座を実施します。
　また、勤労者の生活安定を図るため、必要な住宅資金等を低利で融資するほ
か、勤労者の福祉向上を図るために実施される事業に対し、補助を行います。

一般財源 34,983 

事務事業名 予算額 135,541 

＜特記事項＞

　コンベンション推進事業は、観光推進対策事業に移管しました。 前年度予算額 87,940 

増減 △ 2,346 

12 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 85,582 

　多文化共生社会の実現と共に、世界に開かれた都市（まち）を目指すため、日
本語教室などを実施し外国人市民が暮らしやすいまちづくりを進めると共に、交
流の場を創出し相互理解を促進する、多文化共生・国際交流事業を実施します。
　また、市民の国際的な視野を広げ、国際感覚の醸成を図るため、訪問団の派
遣・受入などにより交流を促進する、海外都市交流事業を実施します。

局/部/課 経済局/商工観光部/観光国際課

款/項/目

事務事業名

多文化共生・国際交流事業
　外国人市民への日本語教室、多言語での生活相談等、
多文化共生事業を実施します。また、国際友好フェアや
外国人による日本語スピーチ大会、海外を紹介する展示
や講座等の国際交流事業を実施します。

海外都市交流事業その他

局/部/課 経済局/商工観光部/労働政策課

款/項/目 5款 労働費/1項 労働諸費/1目 労働諸費

勤労者支援事業

労働問題啓発や定着支援に資する講座の実施 勤労者支援事業その他
　市内在住の求職者・勤労者及び市内事業所に従事する
勤労者に対して、労働に係る諸問題に関する講座や、勤
労者の職場定着促進に資する資格取得をサポートする講
座等を実施します。

　一人ひとりの勤労に対する意欲の向上と市内中小企業
等の更なる発展を図るため、勤労者及び技能者を表彰し
ます。また、施設設備の維持管理を行います。

勤労者支援資金融資実行に係る預託

7303、7305

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5304（一部）、5305

財産収入

労働法講座開催風景優良勤労者・技能者表彰式開催風景

[参考]

日本語スピーチ大会

スポーツ少年団受入
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 141 16款

19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 30,057 ４ 15 

２ 8,570 

３ 41,782 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 141 -

＜主な事業＞

１ 9,285 [参考]

２ 600 

産業人材育成支援事業
　市内小・中学生を対象に、実践的なビジネス体験プロ
グラムである「早期起業家教育事業」を実施します。ま
た、市内高校生を対象に、市内企業へのインターンシッ
プ等を実施します。

産業人材育成事業その他

前年度予算額 9,705 

増減 180 

9,885 

＜事業の目的・内容＞

　地域経済を支える多様な産業人材の育成と活用を推進するため、市内小・中学
生を対象に、実践的なビジネス体験を通じて、起業家精神や職業観の醸成を図る
施策を実施します。
　また、市内高校生を対象に、市内企業へのインターンシップ等を通じて、高度
な知識・技術の習得や、一層の職業観・勤労観の育成を図る施策を実施します。

局/部/課 経済局/商工観光部/労働政策課

款/項/目 5款 労働費/1項 労働諸費/1目 労働諸費 一般財源

事務事業名 産業人材育成事業 予算額 9,885 

経済局/商工観光部/労働政策課

款/項/目

　平成29年度に、さいたま市公共施設マネジメント計画に基づく中規模修繕工事
を実施しました。

前年度予算額 127,908 

増減 △ 47,484 

2 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 2,396 

　本市就労支援拠点施設である「ワークステーションさいたま」の運営を中心と
した各種雇用施策を実施します。
　また、市民の安定就労と市内中小企業の振興を図るため、ニートや子育て世代
への各種就労支援を実施するとともに、中小企業等の人材確保支援を実施しま
す。

諸収入 205 

局/部/課

中小企業等の人材確保支援
　中小企業等の人材確保を図るため、企業ＰＲの場の創
出等によるマッチング機会の提供や、就業体験機会を設
けた就労支援を実施します。

＜特記事項＞

一般財源 77,821 

事務事業名 雇用対策推進事業 予算額 80,424 

5款 労働費/1項 労働諸費/1目 労働諸費 使用料及び手数料

　ニートの就労機会を創出するため、国が設置する「地
域若者サポートステーションさいたま」と連携して、心
理カウンセリング、セミナー、就業体験などの各種職業
的自立支援事業を実施します。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5302、5303、5304（一部）

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5301

就職支援体制整備事業 雇用対策推進事業その他
　ワークステーションさいたまにおいて、国の職業相
談・紹介と連携してキャリア・コンサルティングや内職
相談などを実施するほか、子育て世代をはじめ、働く意
欲を持つ全ての市民の就業支援を実施します。

　市内就労・雇用支援団体と連携し、雇用に係る情報交
換・共有を行います。

ニートの就労機会の創出

　市内小・中学生を対象に、ものづくりの魅力を実感で
きる機会を提供する事業に対し、補助を行います。

マッチング支援の一環としての面接会風景

[参考]

早期起業家教育事業活動風景

-298-



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 16款

18款

23款

-

＜主な事業＞

１ 2,423 ４ 20,606 

２ 11,820 ５ 10,268 

３ 4,800 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 18款

-

＜主な事業＞

１ 15,333 ４ 29,486 

２ 12,797 ５ 2,000 

３ 15,985 

　農業者と市民の交流を図り、農業理解を深めるため、
農業祭を実施します。

　見沼田圃を農業生産や観光、レクリエーションの場と
して積極的に活用するため、農業者等が実施する見沼の
自然や農をＰＲするイベントの開催、農業体験ができる
観光農園や栽培収穫体験農園の開設を支援します。

農業経営安定・生産向上事業
　安全・安心な農産物の生産に向け、農業用機械の共同
導入事業、生産団体及び各種協議会などの活動を支援し
ます。

地産地消事業 都市農業担い手育成事業
　市内農産物の安全・安心な生産体制の整備としてＧＡ
Ｐ取得の取組、ＰＲによる消費拡大、ブランド化、商品
開発等の支援を通じて地産地消を推進します。

　担い手確保のため、認定農業者や農業後継者を育成、
支援します。

さいたま市農業祭事業 見沼田圃を積極的に活用した体験型観光農園の推進

前年度予算額 69,148 

増減 6,453 

1,200 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 74,401 

　市内の農業振興を図るため、地産地消の推進及び農業の効率的な経営の推進に
より、安全・安心な農産物の生産とその消費の拡大に向けた取組を支援します。

49,917 

局/部/課 経済局/農業政策部/農業政策課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/3目 農業振興費 県支出金

事務事業名 農業経営支援事業 予算額 75,601 

　地産地消の推進のため、農産物直売所、農業研修施設
等を軸に、周辺の市民農園や観光農園等と連携した、農
業交流施設を整備します。

　食品表示の適正化を図るため、品質表示の調査や指導
を行います。また、市民農園開設に向けた勉強会を実施
し、特定農地貸付法に基づく開設支援等も行います。

市場活性化事業
　卸売市場の活性化及び東日本大震災等の復興支援のた
め、卸売市場を利用した被災地産の物販イベントを開催
する等、市場活性化事業を実施します。

都市農業担い手育成事業 人・農地プラン関連事業
　担い手確保のため、農業制度資金利用に対する支援の
ほか、さいたま市都市農業審議会の運営や都市住民との
協働を目的としたランドコーディネーターを育成しま
す。

　人・農地プランに位置付けられた中心経営体や青年新
規就農者への支援を実施します。また、農地中間管理事
業を活用し、担い手への農地集積を推進します。

滞在型市民農園と農業交流施設の整備事業 農業政策管理事業その他

＜特記事項＞

　滞在型市民農園と農業交流施設の整備事業において、整備手法調査を実施しま
す。

前年度予算額 33,403 

増減 16,514 

4 

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 19,250 

　特色ある都市農業を持続・発展させるために、さいたま市都市農業の振興に関
する条例により策定した都市農業基本指針（さいたま市農業振興ビジョン）に基
づき、農業経営の安定、市民・社会ニーズに対応する都市農業施策や担い手の育
成・確保に対する取組を実施します。

諸収入 420 

一般財源 30,243 

6款 農林水産業費/1項 農業費/3目 農業振興費 使用料及び手数料

事務事業名 農業政策推進事業 予算額

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5112（一部）、5113（一部）

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1306（一部）、5112（一部）、5113（一部）、5114

局/部/課 経済局/農業政策部/農業政策課

款/項/目
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 18款

-

＜主な事業＞

１ 4,880 [参考]

２ 65 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 -

＜主な事業＞

１ 142 ４ 304 

２ 1,097 

３ 1,500 

　畜産公害の発生源である、家畜ふん尿による悪臭防止
に向けた対策を支援します。

優良種畜導入事業
　乳質等の向上による畜産経営の安定を図るため、優良
種畜の導入を支援します。

防疫事業 畜産事業その他
　畜産経営における家畜伝染病を未然に防止するため、
予防注射等の取組を支援します。

　畜産業の振興を図るため、政令指定都市会議への参加
や家畜伝染病等発生時の迅速な対応を行います。

公害防止対策事業

前年度予算額 3,065 

増減 △ 22 

3,043 

＜事業の目的・内容＞

　安全・安心な畜産物の需要に対応するため、防疫・公害防止・団体育成等の取
組を支援し、周辺環境と調和した畜産業の振興を推進します。

局/部/課 経済局/農業政策部/農業政策課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/3目 農業振興費 一般財源

事務事業名 畜産事業 予算額 3,043 

　需要に則した米づくりの推進を通じて水田農業経営の
安定と発展を図ります。

経営所得安定対策推進事業
　農業経営の安定と生産力向上を図る経営所得安定対策
事業の推進のため、農業再生協議会を支援します。

米の需給調整支援事業費

前年度予算額 4,939 

増減 6 

4,943 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 2 

　地域の需要に応じた米づくりと良好な水田環境の保全を図りながら、米の需給
調整を行うとともに、消費者の期待に応える産地確立の取組を支援し、経営所得
安定対策を推進します。

局/部/課 経済局/農業政策部/農業政策課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/3目 農業振興費 県支出金

事務事業名 水田農業経営確立対策事業 予算額 4,945 

見沼田圃での米づくり
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 145 16款

18款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 157,854 ４ 16,461 

２ 99,751 ５ 4,350

３ 13,210 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 145 16款

19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 43,500 [参考]

２ 10,904
　多面的な農業の振興の理解を目的とした各種催事、講
座及び園芸相談を実施します。

農業施設の貸出し管理及び農業振興事業
　農業研修施設、生産温室等の貸出し管理と栽培技術指
導を行います。

催事・講座・相談事業

花き展示温室

　農業用水路機能を確保するため、緊急的な補修や浚渫
等の維持管理を実施するほか、関連農業団体等への支援
を行います。

　農業振興地域における農業施策や土地利用計画の推進
を図るため、「農業振興情報システム」の情報更新や保
守管理及び情勢の推移等による計画変更を行います。

農業基盤整備事業
　さいたま中央地区（見沼区膝子地区等）について、ほ
場の大区画化や、水路整備による安定した用排水機能の
確保を図ることができる土地改良事業の実施に向けた、
調査、計画を行います。

前年度予算額 55,361

増減 △ 957 

979

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 4

局/部/課 経済局/農業政策部/農業者トレーニングセンター

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/5目 農業園芸センター費 使用料及び手数料

事務事業名 農業者トレーニングセンター管理運営事業 予算額 54,404 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5111

前年度予算額 283,243 

増減 8,383 

農業用水路整備事業 多面的機能支援事業
　農業生産性を向上させるため、水路整備を行い、安定
した用水の確保、排水機能の強化及び風水害時における
水路機能等の向上を図ります。

　広く市民が享受している農地の有する多面的機能の維
持、発揮を図るために、地域における共同活動への支援
を行います。

農業用水路管理事業 農業振興地域整備事業

　苗木生産の技術指導や各種農業施設の活用により、地域農業の振興及び農家経
営の安定化を図ります。また、市民の「農」に関する多様なニーズに対応するた
め、農業と市民の交流の場を設け、農コミュニティを推進します。

諸収入 3,542

一般財源 49,879

局/部/課 経済局/農業政策部/農業環境整備課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/4目 農地費 使用料及び手数料

事務事業名 農業環境整備事業 予算額 291,626 

111 

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 12,345 

　農業振興地域整備計画に基づき、農用地等の保全と有効利用を推進します。ま
た、農用地の高度利用と生産性を高めるため、土地基盤整備や未整備の用排水路
等の整備・補修を行い、地域の農業環境整備を推進します。

諸収入 4 

市債 108,500 

一般財源 170,666 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 145 16款

19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 54,794 ４ 8,642 

２ 7,267 ５ 5,624 

３ 6,676 ６ 20,520 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 145 19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 4,332 [参考]

改修中の展示温室

見沼グリーンセンター及び春おか広場の施設修繕

　適切な施設運営及び市民に安全・安心な施設を提供す
るため、施設修繕等を行います。

287,001 

増減 △ 282,669 

25 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1,805 

　見沼グリーンセンター本館、市民の森、指導農場及び春おか広場に係る施設の
保全管理を行います。

一般財源 2,502 

　優良種苗の増殖、普及、試作栽培及び果樹栽培の技術
向上に向けた講習会等を実施します。また、農業施設と
して資質向上に向けたグローバルＧＡＰを取得します。

　農業振興を目的に生産者と市民のふれあいの場として
イベントを実施します。

新農業ビジネス振興事業 農村広場（春おか広場）の管理運営
　ＩＴ農業設備での試作試験・技術の確立を行い、ＩＴ
農業を推進します。

　指定管理者制度を活用し、施設の維持管理・運営を、
適切に行います。

市民の森・見沼グリーンセンターの管理運営 市民への農コミュニティの推進
　施設を適切に管理運営するため、会議室等の貸出し、
施設の整備点検及び清掃並びに芝生広場等の維持管理を
行います。

　市民の農業への理解を促進するため、市民農園の貸出
し、親子農業体験教室及び援農ボランティア講座を開催
します。

農業振興 春の園芸まつり（花と緑の祭典）の開催

＜特記事項＞

局/部/課 経済局/農業政策部/見沼グリーンセンター 

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/5目 農業園芸センター費 財産収入

事務事業名 見沼グリーンセンター施設整備事業

前年度予算額 99,570 

増減 3,953 

4,216 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 3,778 

　農業振興を目的に、野菜・果樹等の試作栽培・展示、優良種苗の増殖・普及、
土壌診断、援農ボランティアの育成を行うほか、市民の「農」に関する多様な
ニーズに対応するため、市民農園の貸出し、体験教室等を実施します。さらに、
市民の森・見沼グリーンセンターの各施設の維持・貸出しを行います。

諸収入 526 

一般財源 95,003 

局/部/課 経済局/農業政策部/見沼グリーンセンター 

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/5目 農業園芸センター費 使用料及び手数料

事務事業名 見沼グリーンセンター管理運営事業 予算額 103,523 

予算額 4,332 

　平成29年度に、公共施設マネジメント計画に基づく見沼グリーンセンター展示
温室大規模改修工事を行いました。

前年度予算額

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5112（一部）
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 145 -

＜主な事業＞

１ 94,032 [参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 145 16款

19款

＜主な事業＞

１ 1,672 [参考]

親水広場

大宮花の丘農林公苑施設整備
　大宮花の丘農林公苑、緑のふるさとセンターの施設修
繕等を行います。

＜特記事項＞

　平成29年度に、花の丘農林公苑内門扉及び吊橋の修繕を行いました。 前年度予算額 21,557 

増減 △ 19,885 

696 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 976 

　大宮花の丘農林公苑、緑のふるさとセンター及び花の食品館に係る施設の保全
管理を行います。

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/5目 農業園芸センター費 一般財源

局/部/課 経済局/農業政策部/見沼グリーンセンター 

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/5目 農業園芸センター費 使用料及び手数料

事務事業名 大宮花の丘農林公苑施設整備事業 予算額 1,672 

花畑の様子（サルビア）

大宮花の丘農林公苑の管理運営
　指定管理者制度を活用し、施設の維持管理・運営を、
適切に行います。

前年度予算額 94,032 

増減 0 

94,032 

＜事業の目的・内容＞

　都市農業に対する理解を深めるとともに、地域農業の振興及びふるさと環境の
創設を図り、また、四季折々の花々を咲かせ、市民の憩いの場・安らぎの場を提
供するとともに、公苑利用者が安全かつ快適に施設を利用できるよう維持管理を
行います。

局/部/課 経済局/農業政策部/見沼グリーンセンター 

事務事業名 大宮花の丘農林公苑管理運営事業 予算額 94,032 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 228,658 [参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 2,568 ４ 31,255 

２ 3,344 ５ 2,826 

３ 24,732 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5106（一部）、5212

　市内にある数多くの地域資源をクイズ形式によりネッ
ト上で公開・情報発信し、本市への集客強化・ＰＲを推
進するため、さいたま市けんてーウェブサイトを運営し
ます。

　局・部・課内の連絡調整や事務遂行に当たり、必要な
庶務を行います。また、市内の経済関係団体や指定都市
の経済所管課等と連絡調整を行います。

　交流人口の増加による地域経済の活性化を図る「（仮
称）農業及び食の流通・観光産業拠点」整備に向けた検
討調査業務を実施します。

（仮称）農業及び食の流通・観光産業拠点（地域経済活性化拠点）整備事業

228,658 

＜事業の目的・内容＞

　食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計に対して、特別会計の歳入不足を補
うために、一般会計から繰出しを行います。

局/部/課 経済局/農業政策部/農業政策課

228,658 

事務事業名 商工施策管理事業

款/項/目

食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計への繰出し

　食肉中央卸売市場及びと畜場の運営について、所管部
署と連絡調整を行い、その安定的な運営を行うため、必
要な経費の一部について一般会計から繰出しを行いま
す。

前年度予算額 171,257 

増減 57,401 

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/1目 商工総務費 諸収入

6款 農林水産業費/1項 農業費/6目 市場及びと畜場費 一般財源

事務事業名 食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計繰出金 予算額

予算額 64,725 

地域経済動向調査業務 （仮称）にぎわい交流館いわつき整備事業

　市内の経済動向、企業経営活動を把握し、適切かつ効
果的な施策を推進する基礎資料として活用し、地域内企
業の経営判断の参考資料として役立てていただくため、
市内事業者を対象にアンケート調査を実施します。

　旧岩槻区役所敷地利用計画に基づき、歴史・文化の発
信と併せて地域活性化の拠点として、にぎわいの核とな
るまちづくり拠点の整備を進めるため、施設の設計等を
実施します。

さいたま市けんてーウェブサイト運営業務 局・部・課内庶務その他

＜事業の目的・内容＞ 市債 14,200 

　局・部・課、区役所及び関係団体との調整等の各種事務や施策立案に必要な調
査・発信を行い、商工施策の円滑な推進を図ります。

一般財源 50,495 

33,321 

増減 31,404 

30 

＜特記事項＞

　「（仮称）農業及び食の流通・観光産業拠点」整備に向けた検討調査業務を実
施します。

前年度予算額

年度 当初予算
平成25年度 171,648千円
平成26年度 160,247千円
平成27年度 162,329千円
平成28年度 173,401千円
平成29年度 171,257千円

繰出金の推移
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 19款

-

＜主な事業＞

１ 65,000 [参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 239,914 [参考]

２ 2,030 

さいたま市産業創造財団への補助
　市内中小企業者及び創業者に対して、新たな事業活動
の創出等、事業環境に関する支援を行うため、公益財団
法人さいたま市産業創造財団への補助を行います。

きらりと光る産業技術表彰、九都県市合同商談会その他

1,766 

　九都県市と連携して、優れた技術を有した中小企業を
表彰するとともに、市内中小企業者の競争力強化を図る
ために合同商談会を開催します。

事務事業名 中小企業支援事業 予算額 241,944 

前年度予算額 240,178 

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 一般財源 241,944 

＜事業の目的・内容＞

　中小企業の経営基盤強化、販路開拓や創業支援のため、公益財団法人さいたま
市産業創造財団と連携し、相談対応、個別支援、セミナー等による総合的支援を
実施します。

増減

さいたま商工会議所に対する補助
　商工会議所が行う中小企業相談所の運営、中小企業の
経営指導等に対し、その経費の一部について補助を行い
ます。

前年度予算額 65,000 

増減 0 

615 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 64,385 

　さいたま商工会議所が行う事業のうち、市内商工業の振興を目的とし、本市の
商工業関連施策の充実に結び付く事業に対し、その経費の一部について補助金を
交付します。

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 財産収入

事務事業名 商工会議所補助事業 予算額 65,000 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞　 5101、5102、5103（一部）、5116

さいたま市産業創造財団による相談事業(専門家派遣)

さいたま商工会議所の概要　　　　　　平成29年4月1日現在
設立

本 部 総務本部【浦和区】 ／ 業務本部【大宮区】
支 部 中央支部【中央区】 ／ 岩槻支部【岩槻区】
支 所 浦和 ・ 大宮 ・ 与野 ・ 岩槻 支所
会　頭 　 1 名
副会頭 　 4 名
専務理事 　 1 名
常議員 　50 名
監　事 　 3 名

議員

部会 ①商業 ②工業 ③建設業 ④サービス業 ⑤専門サービス業
特別会計 897,728 千円　※積立金会計除く

平成16年4月1日

事務所

役員

150 名
一般会計 608,103 千円収支

構成
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 23款

-

＜主な事業＞

１ 12,403,227 ４ 209 

２ 20,998 ５ 13,553 

３ 5,713 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 16款

-

＜主な事業＞

１ 5,271 [参考]

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費

経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 使用料及び手数料

事務事業名 計量事務事業

　埼玉県信用保証協会との損失補償契約に基づき、保証
債務の履行によって生じる損失額の一部を埼玉県信用保
証協会に補償します。

5,351 

増減

予算額 5,271 

＜事業の目的・内容＞

諸収入

＜事業の目的・内容＞

一般財源 4,471 

　消費者の利益保護を図るため、計量法に基づき、特定計量器の定期検査、商品
量目等の立入検査及び適正計量管理事業所等への指導・監督を行います。また、
計量制度の理解を深めるための普及啓発を行います。

計量器検査業務
　特定計量器の定期検査（2年に1回の検査）を実施しま
す（平成30年度は、桜区、浦和区、南区、緑区及び中央
区において実施）。
　商品量目等の立入検査を実施します。

　中小企業融資制度等のパンフレットを発行して、中小
企業や金融機関等に周知します。

代位弁済補填金 中小企業資金融資に関する相談・受付

△ 80 

800 

特定計量器（はかり）の検査の実施

前年度予算額 13,038,142 

増減 △ 594,442 

12,406,485 

融資実行に係る預託 中小企業融資制度の周知
　中小企業資金融資制度の円滑な運用を図るため、融資
を実行した金融機関に対して預託を行います。

局/部/課

一般財源

前年度予算額

　中小企業資金融資事業を実施するために必要なシステ
ムや機器の保守・改修を行います。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞　 5103（一部）

事務事業名 中小企業資金融資事業 予算額 12,443,700 

37,215 

　市内において事業を営む中小事業者及び創業者に対し、経営の安定及び向上に
必要な資金の融資あっせんを行い、中小企業の振興を図ります。

　中小企業者及び創業者の融資相談等に対し、受付・調
査等を行います。

中小企業融資システム管理
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 16款

19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 15,283 [参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 16款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 139,563 [参考]

事務事業名 産業文化センター管理運営事業 予算額 139,563 

　ホールの舞台設備の修繕を行います。 前年度予算額 29,209 

増減

　地域産業の振興及び中小企業の育成を図るため、産業振興会館の利用者が安全
かつ快適に施設を利用できるよう、諸設備等の維持管理を行います。

諸収入 68 

一般財源

局/部/課

産業文化センター外観

110,354 

産業文化センター管理運営

局/部/課

15,632 

増減 △ 349 

予算額

経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目

13,137 

産業振興会館外観

産業振興会館の維持管理　
　安全・安心な施設運営管理をするため、施設の清掃、
警備及び各設備の保守点検整備等を行います。

経済局/商工観光部/経済政策課

15,283 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 853 

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 使用料及び手数料 1,225 

事務事業名 産業振興会館管理運営事業

54,414 

　市内産業の振興、市民文化の向上及び福祉の増進を図るため、産業文化セン
ターの利用者が安全かつ快適に施設を利用できるよう、諸設備等の維持管理を行
います。

市債 82,500 

前年度予算額

7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 使用料及び手数料

＜特記事項＞

　産業文化センターの施設の維持管理・運営を、指定管
理者を活用し、適切に行います。

2,642 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 7 

一般財源
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 448 

２ 869 

３ 15,120 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 17款

-

＜主な事業＞

１ 10,895 [参考]

２ 267,109 

３ 33,838 

　企業等が、守るべき項目や行動例を示したチェックリ
スト等を発行して、ＣＳＲ活動の促進を図ります。

ＣＳＲチャレンジ企業認証・認証企業支援

　ＣＳＲに取り組む意欲があり、かつ一定の基準を満た
す市内中小企業等をさいたま市ＣＳＲチャレンジ企業と
して認証し、支援を行います。

さいたま市ＣＳＲチェックリスト（第3版）

2,166 

ＣＳＲ推進会議の開催 [参考]
　市が行うＣＳＲ施策の推進及び事業者によるＣＳＲの
取組拡大を図るため、「さいたま市ＣＳＲ推進会議」を
開催します。

ＣＳＲチェックリスト等の発行

＜事業の目的・内容＞

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5115

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5104、5105

前年度予算額 93,374 

増減 218,468 

東日本連携・創生フォーラム事業

東日本の商材の販路拡大事業

＜事業の目的・内容＞ 一般財源

　東日本の連携拠点として、｢（仮称）東日本連携支援センター」の開設準備及び
設備工事を行います。

　東日本の自治体との連携による地域活性化、地方創生
に向けた意見交換を行うため「東日本連携・創生フォー
ラム」を開催します。また、フォーラムでの協議をもと
に、地方創生に資する事業を実施します。

東日本連携・創生フォーラム

　交通の結節点である本市の立地特性を生かして、東日
本地域との広域連携により、交流人口の拡大や経済活動
促進を図る事業を行います。

161,369 

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 国庫支出金 150,473 

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

款/項/目

　新幹線6路線の結節点という拠点性を活かし、東日本地域の地方創生を成し遂げ
るため、交流人口の拡大や経済活動促進のための事業を実施します。

事務事業名 ＣＳＲ活動促進事業 予算額 16,437 

　ＣＳＲ（企業の社会的責任）に取り組む市内中小企業等を認証することで、Ｃ
ＳＲ活動の促進を図り、市内中小企業の安定的な存続を支援します。

7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 一般財源 16,437 

（仮称）東日本連携支援センター整備事業

事務事業名 広域連携推進事業 予算額 311,842 

　地域活性化並びに地方創生に向け、東日本地域の特産
品等を活用したまちなかのにぎわい創出及び市内事業者
と東日本の生産者のマッチングによる取引拡大を支援し
ます。

＜特記事項＞

局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課

前年度予算額 14,271 

増減
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 23款

-

＜主な事業＞

１ 18,089 ４ 82,534 

２ 164,931 ５ 838 

３ 540 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 6,615 ［参考］

２ 3,847 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5207

二輪転倒防止システムの開発支援

　市内企業の新技術研究開発・実証実験支援を実施しま
す。

　さいたま市における研究開発型企業の集積とイノベーションの創出を図るため
市内企業の研究開発と実証実験の取組を支援します。

戦略的な企業誘致活動の推進 産業集積拠点創出事業

前年度予算額 16,819 

△ 6,357 

　本市が戦略的に誘致活動を進めている次世代成長産業
などの本社機能又は研究開発機能を立地した企業に対し
て補助を行います。

　市内工業団地の振興支援等を行います。

立地企業に対する経済波及効果の検証

予算額

　さいたま市発イノベーション技術の情報発信、市場開
拓、事業化支援など普及に向けた取組を実施します。

イノベーション技術創出支援

増減

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5209

　積極的な企業誘致の結果、立地した企業が本市の地域
経済に波及する効果を試算します。

　新たな産業集積拠点の整備に向けて、調査・検討を行います。 前年度予算額

一般財源 266,924 

　「さいたま市企業誘致基本方針」に基づき、本市の優位性を生かした企業誘致
活動を実施し、財政基盤の強化、雇用機会の創出、地域経済の活性化を図りま
す。
　また、市内立地企業の継続と計画的な企業誘致を図るため、官民連携による新
たな産業集積拠点を創出します。

48,369 

10,462 

　金融機関や不動産関連会社等と連携し、本市のビジネ
ス環境の情報発信、企業訪問等により、積極的な企業誘
致活動を展開するとともに、立地企業に対して行政手続
等のワンストップサービス支援を行います。

　新たな産業集積拠点の創出に向けて、基礎調査、基本
計画策定、事業手法の選定等を行い、事業化に向けた地
元合意形成や、関係機関との協議等を行います。

産業立地促進補助金等の交付 地域工業の活性化支援その他

＜特記事項＞

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

8 

経済局/商工観光部/産業展開推進課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 一般財源

事務事業名 イノベーション推進事業

局/部/課 経済局/商工観光部/産業展開推進課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 諸収入

事務事業名 企業誘致等推進事業 予算額 266,932 

＜事業の目的・内容＞

218,563 

増減

10,462 

イノベーション技術普及推進
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 27,708 ４ 21,265 

２ 29,914 ５ 10,128

３ 54,744 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 23款

-

＜主な事業＞

１ 10,076 ４ 6,852 

２ 14,110 ［参考］

３ 142,500 

　地域金融機関のノウハウを活用し、アジア新市場での
新たな販路の開拓を行おうとする市内中小企業への支援
を実施します。

さいたま医療ものづくり都市構想推進事業

＜総合振興計画実施計画事業コード＞

　国の競争的資金等獲得による産学共同研究を支援する
研究開発資金の一時貸付けを実施します。

31,038 

国際技術交流推進事業

研究開発資金の貸付け

事務事業名

前年度予算額

5202、5203、5204、5205、5206

さいたま市研究開発型企業認証支援事業 さいたまものづくりプラットフォーム事業

　独創性・革新性に優れた技術を持つ市内研究開発型企
業を「さいたま市リーディングエッジ企業」として認証
し、認証企業の国際競争力向上やイノベーション創出支
援を実施します。

　ものづくり中小企業の人材育成や生産性向上支援を実
施することで、次世代高度ものづくり企業への成長支援
を推進します。

産学連携支援センター埼玉の運営 高度ものづくり人材育成支援
　産学連携活動の総合支援センター「産学連携支援セン
ター埼玉」を埼玉県と共同で運営します。

　市内理工系大学と連携して市内企業の試作開発に資す
る人材育成支援プログラムを実施します。

産学連携推進支援

海外新市場開拓支援事業

136,030 

増減

＜事業の目的・内容＞

　地域に集積する研究開発型ものづくり企業に対し、企業認証支援、国際技術交
流推進、医療ものづくり都市構想推進などにより、競争力強化や海外市場の開
拓、新規事業分野の開拓につながる支援を実施します。

産学連携支援センター埼玉

　市の中小企業支援センターである公益財団法人さいた
ま市産業創造財団を中心に産学マッチング支援を実施し
ます。

局/部/課

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5201

143,759 

前年度予算額 199,759 

増減 △ 26,221 

産学連携推進事業 予算額 173,538 

142,500 

　イノベーション創出による産業競争力の強化を実現するため、市内企業の産学
連携を推進します。

7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費

143,759 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源

　臨床ニーズとものづくり技術のマッチング促進や、医
工連携人材の育成、市場化支援等を通じて、研究開発型
ものづくり企業の医療機器関連分野への新規参入・事業
拡大を推進します。

局/部/課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 一般財源

事務事業名 新産業育成支援事業 予算額

　欧州（ドイツ）の産業クラスターとの技術交流を通
じ、人材育成支援、日欧企業間連携の更なる創出支援等
により、中小企業の高付加価値市場への参入を推進しま
す。

経済局/商工観光部/産業展開推進課

款/項/目 諸収入

7,729 

経済局/商工観光部/産業展開推進課
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 22,500 ［参考］

［参考］

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 7,948 ４ 13,000 

２ 5,598 ５ 2,500

３ 4,574 

前年度予算額 23,030 

増減 △ 530 

22,500 

＜事業の目的・内容＞

産業交流展の開催

　地域産業の活力を高め、広く事業機会の拡大を図るため、オープンイノベー
ションのビジネスマッチングを推進します。

＜事業の目的・内容＞

　市内の商工業の振興のため、伝統産業活性化事業やさいたまスイーツ等プロ
モーション事業を実施するとともに、商工業団体に対し、補助を行います。

7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 一般財源

事務事業名 産業交流推進事業 予算額

　消費の拡大や誘客の促進、地域商業の活性化につなげ
るため、地域資源であるスイーツ等のＰＲを行います。

　岩槻人形協同組合が行う事業に対し、補助を行いま
す。

公衆浴場支援事業その他
　一般公衆浴場及び埼玉県公衆浴場業生活衛生同業組合
さいたま支部が行う設備近代化補助事業等に対し、補助
を行います。

33,620 

　さいたま商工会議所、さいたま市産業創造財団と共同
して、ビジネスマッチング「さいたま市産業交流展」を
開催します。

一般財源

事務事業名

伝統産業活性化事業 鉄道ふれあいフェア開催事業
　伝統産業の活性化のため、新たな伝統産業事業所の指
定を行うとともに、伝統産業及び伝統産業事業所のＰＲ
を行います。

　「鉄道文化」「鉄道のまち大宮」を広くＰＲするとと
もに、地域経済の振興を図るため、ＪＲとの共同イベン
トを大宮駅周辺で実施します。

さいたまスイーツ等プロモーション事業 岩槻人形協同組合補助事業

前年度予算額 28,570 

増減 5,050 

33,620 

局/部/課

商工業振興事業 予算額

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費

経済局/商工観光部/産業展開推進課

局/部/課 経済局/商工観光部/商業振興課

款/項/目

　BIZ SAITAMA さいたま市産業交流展2017　開催結果
　会　期　平成29年11月8日(水)・9日(木)
　会　場　ソニックシティ
　技術ニーズ提示企業　72社
　展示商談会参加企業　132社
　商　談　781件
　展示商談会来場者　479名

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5208

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5210、5211

22,500 

開会式

認証式・表彰式 ビジネス交流会
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 19款

23款

-

＜主な事業＞

１ 40,258 ４ 63,887 

２ 22,675 ５ 8,824 

３ 15,585 ６ 4,966 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 147 -

＜主な事業＞

１ 577 
　大規模小売店舗立地に係る周辺地域における生活環境
の保持のため、適切な配慮に関する事項について審議し
ます。

前年度予算額 160,102 

増減 △ 3,907 

　大規模小売店舗立地法に基づく大規模小売店舗設置者からの届出に対して、審
議会における専門的知識をもつ学識経験者の答申を踏まえ、意見・勧告を行いま
す。

　商店街の活性化及びまちなかのにぎわいを創出する事
業に対し、補助を行います。
　また、本市における商業等の振興に関する施策につい
て審議する商業等振興審議会を開催します。

　商店街の活性化を図るため、さいたまクリテリウムや
さいたま国際マラソンを始めとする、にぎわいが創出で
きる市内大型イベント等との連携事業を実施します。

商店街環境整備補助事業 スポーツチームと連携した地域経済活性化事業

一般財源

事務事業名 大規模小売店舗立地事務事業

大規模小売店舗立地審議会の運営

　商店会が整備する共同施設の建設、改修等の事業に対
し、補助を行います。

　地元のプロ・アマトップスポーツチームと連携した地
域経済等活性化事業を実施します。

商店街街路灯等電気料補助事業 文化芸術を活用した商業振興事業
　商店会が維持管理している街路灯などの照明施設の電
気料金に対し、補助を行います。

　市内商業の活性化を図るため、商店街等において、盆
栽、音楽、現代アートなどの文化芸術を活用したイベン
ト等を実施します。

商店街活性化推進補助事業その他 大型イベント等と連動した商店街支援事業

前年度予算額 528 

増減 49 

577 

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 経済局/商工観光部/商業振興課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費

1,440 

　商業等振興審議会において、本市における商業等の振興に関する重要な施策を
審議するとともに、商店街等の活性化やにぎわいの創出を図るため、各種補助を
行います。

一般財源 154,754 

予算額 577 

1 

＜事業の目的・内容＞ 諸収入

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 財産収入

事務事業名

局/部/課 経済局/商工観光部/商業振興課

商店街振興事業 予算額 156,195 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5107、5108、5109（一部）、5110
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 149 21款

-

＜主な事業＞

１ 292,838 ４ 49,118 

２ 20,000 

３ 6,919 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 149 -

＜主な事業＞

１ 53,000 ［参考］

２ 55,000

57,000 

事務事業名 さいたま市花火大会事業 予算額 108,000 

4,000 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 364,875 

　各種観光団体等に対し、イベント開催経費や、大宮盆栽をはじめとする本市の
地域資源のＰＲ等に要する経費の一部を補助することにより、本市の観光事業の
振興及び観光団体の育成を図ります。

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/3目 観光費 繰入金

　政令指定都市移行15周年を市民とともに祝い、一体感
を醸成することを目的に、従来の3会場での花火大会とは
別に花火大会を開催します。

局/部/課 経済局/商工観光部/観光国際課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/3目 観光費 一般財源

さいたま市花火大会の実施
　市内の3会場において、花火大会を実施するための事業
運営費の一部を補助します。

政令指定都市15周年記念花火大会事業

前年度予算額 51,000 

増減

  平成29年度実績
　　大和田公園会場　　　　　 平成29年7月30日実施
　　大間木公園会場　　　　　 平成29年8月11日実施
　　岩槻文化公園会場　 　　　平成29年8月19日実施
　　入込客数　210,000人（3会場合計）

さいたま観光国際協会事業補助金
　本市の観光振興事業等を担う団体である公益社団法人
さいたま観光国際協会に対する補助を通じて、団体の運
営経費の助成及び各種観光事業を実施します。

さいたまるしぇ事業
　本市自慢の「食」をテーマとした情報の配信やイベン
トを実施し、地域の活性化や観光振興を図ります。

未来に向けた盆栽文化の継続・発展
　本市の魅力ある盆栽の振興を図るため、大宮盆栽のブ
ランド強化に向けた取組を実施する団体に対し、経費の
一部を補助します。

＜特記事項＞

　平成29年度に、第8回世界盆栽大会inさいたまの開催を推進する団体に対する補
助を行いました。

前年度予算額 450,034 

増減 △ 81,159 

108,000 

＜事業の目的・内容＞

　市民にふれあいの場を提供するとともに、市民の交流と親睦を目的として花火
大会を開催しているさいたま市花火大会実行委員会に対し、事業運営費の一部に
ついての補助を行います。
　また、政令指定都市移行15周年を祝う花火大会の事業運営費の一部についても
補助を行います。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 3408（一部）、5213（一部）

観光団体運営補助事業 予算額 368,875 

局/部/課 経済局/商工観光部/観光国際課

事務事業名

地域のまつり等補助金
　本市が有する文化・伝統・地域資源等を活用し、市内
外からの誘客を図ることができるまつりやイベントを実
施する団体に対し、開催経費の一部を補助します。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 149 23款

-

＜主な事業＞

１ 2,509 ４ 1,073 

２ 15,714 ５ 7,000 

３ 19,117 ６ 13,792 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 195 -

＜主な事業＞

１ 3 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 59,197 

　ＳＮＳや現地でのプロモーション活動を実施すること
により、広域周遊ルートや本市の観光資源の魅力等を、
国外に対して発信し、外国人観光客の誘致を図ります。

　本市の魅力ある盆栽の振興を図るため、大宮盆栽のブ
ランド強化に向けた取組を実施します。

ＭＩＣＥ推進事業 観光ＰＲその他 
　（公社）さいたま観光国際協会等と連携し、コンベン
ションをはじめとするＭＩＣＥの誘致促進を図ります。
　また、受入環境整備を促進するため、宿泊事業者等へ
の誘致活動を展開します。

　本市の観光資源の魅力を市内外に広く発信するため、
県外観光ＰＲをはじめ、各種誘客キャンペーン等を行い
ます。

東日本連携広域周遊ルート事業 地域資源や食文化を活用した観光振興事業

　東日本地域への観光客誘致に向け、地域資源を相互に
活用した広域周遊ルートの活用について、連携自治体と
の協議を実施します。

　地域経済の活性化を図るため、地域資源や食文化を活
用した食の観光振興施策を実施します。

インバウンド促進事業 未来に向けた盆栽文化の継続・発展

前年度予算額 82,736 

増減 △ 23,531 

　各種観光団体や東日本連携都市と連携しながら、市内の観光資源等を国内外に
積極的にＰＲすることにより、本市への誘客を促進し、地域経済の活性化を図り
ます。また、開催地域への高い経済効果をもたらすＭＩＣＥの誘致活動を展開し
ます。

＜特記事項＞

　コンベンション推進事業を、国際交流事業より移管しました。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 3408（一部）、4122（一部）、5213（一部）、5214、5215、7301、7302

局/部/課 経済局/商工観光部/観光国際課

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/3目 観光費 諸収入 8 

事務事業名 観光推進対策事業 予算額 59,205 

災害復旧費（農業環境整備課） 予算額 3 

3 

＜事業の目的・内容＞

　災害時における農業施設等の復旧を速やかに行うことにより、農業生産基盤の
維持を図ります。

災害時における農業施設等の復旧
　災害時において、農業被害を最小限に留めるため、農
業施設等の復旧を円滑に行います。

前年度予算額 3 

増減 0 

局/部/課 経済局/農業政策部/農業環境整備課

款/項/目 11款 災害復旧費/1項 農林水産施設災害復旧費/1目 農林水産施設災害復旧費 一般財源

事務事業名
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 383 〔財源内訳〕

1款

2款

3款

＜主な事業＞

121,656

633

　不測の事態に対する経費です。

［参考］

258,711

(※　職員人件費については、Ｐ.594に掲載しています。)

（1）と畜場施設修繕

　と畜作業の安全性を確保するため、大動物ダウンプー
ラーの修繕を実施します。

前年度予算額 357,000

増減 24,000 

[1款：食肉市場費] （2）施設等保守管理委託料

（1）市場施設修繕 　と畜場における施設設備の維持管理を委託します。

[3款：予備費]

　食肉の衛生管理を維持するため、大動物枝肉消毒装置
の修繕を実施します。

（2）（仮称）農業及び食の流通・観光産業拠点整備事業

　食肉市場・と畜場の再整備に向け、整備・運営方法に
ついて調査・検討します。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 5106（一部）

食肉中央卸売市場外観

[2款：と畜場費]

繰入金 228,658　食肉の公正かつ安定的な取引の確保と流通過程の合理化を図り、安全で安心な
食肉を安定的に供給し続けるため、施設整備や流通環境の変化に柔軟に対応でき
る市場として、公共的、社会的使命を果たします。

諸収入 11

会計名 食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計 予算額 381,000
局/部/課 経済局/農業政策部/食肉中央卸売市場・と畜場

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 152,331
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都市局　平成３０年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

0 10 20 30 40

その他

住民同士が助け合える

災害リスクが低い

自分または家族が通いたい学校がある

介護サービスが充実している

親類が住んでいるから、地縁がある

親や子供が住んでいる

気候が快適、好ましい気候

趣味等のコミュニティが形成されている

勤務地等に近い

自然が豊か

文化等の地域色が豊か

医療サービスが充実している

娯楽施設が充実している

人やものが多く集まっている

大都市圏の中心部から

やや離れた郊外(n=346)
大都市圏（東京、名古屋、

大阪）の中心部(n=207)

人口減少・少子高齢化、巨大災害の切迫等、国土を取り巻く状況の変化に対
応するため、国では国土づくりの方向性を定める国土形成計画において、地域
間のヒト、モノ、カネ、情報の活発な動きを生み出す「対流促進型国土」の形
成を基本構想として示しています。
また、国土交通省が実施した「国民意識調査」によると、2050年の社会にお

ける居住地の選択で、大都市圏を希望する人の理由は、「人やものの集積」
「娯楽施設や医療サービスの充実」などを挙げる人が比較的多いと指摘されて
います。
本市は、市街地が河川と緑地に囲まれた都市構造を有するとともに、集約・

ネットワーク型都市構造の形成を目指しており、また、首都圏広域地方計画に
おいて、多種多様なヒト、モノが実際に集結して交流する対流拠点として東日
本の玄関口機能を果たす役割と、首都直下地震の発災時には首都圏の機能を
バックアップするための最前線としての役割が位置付けられています。
本市において、人々が望む暮らしや時代のニーズに応え、都市として成長を

遂げていくためには、東日本の対流拠点としての位置付けを背景に、拠点機能
の強化を図るとともに、これまで積み上げてきた既存ストックを活用し、「安
全・安心の確保」「移動環境の向上」及び「快適で魅力ある生活空間の確保」
に向けた取組を着実に推進していく必要があります。

資料：国土交通省「国民意識調査」

（「国土交通白書 2017データ」より作成）

東日本玄関口創出のイメージ

資料：首都圏広域地方計画プロジェクト参考資料

居住地選択の理由

（％）
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（２）魅力ある住環境の形成
古くから市街地が形成されてきた地域では、建物の老朽化や地域の活気・魅

力の低下が懸念されています。また、新市街地形成を行いながら拠点づくりを
進めている地域では、定住人口・交流人口の増加と土地活用の促進が課題と
なっています。
これらの課題に対し、今後も良好で魅力ある住環境を維持・形成していくた

めには、従来のような社会資本整備のみならず、地域の持つ様々な魅力や個性
をより一層引き出すとともに、今あるストックを効果的に活用することが重要
となります。
このような地域の特徴を生かしたまちづくりを推進していくため、市民、企

業、大学、行政等の多様な主体がそれぞれの役割で連携し、魅力ある住環境の
創造・形成に向けた認識を共有することにより、市街地の整備・改善及び施設
ストックの活用を推進し、地域の価値を向上させていくことが重要となりま
す。

（１）都心における都市機能の充実・強化
本市は、首都圏広域地方計画において、首都圏と東北、上信越、北陸地方及

び北海道が連携・融合する対流拠点としての役割を果たすとともに、首都直下
地震の発生時には首都圏の機能をバックアップするための最前線となることが
位置づけられており、大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区等の都心を中心に
それらの拠点機能の充実・強化が求められています。
これらの都心では、既に、商業・業務機能や行政機能等が集積されています

が、今後、東日本の玄関口として、鉄道駅及び駅周辺におけるポテンシャルを
より一層生かしていく必要があることから、駅機能の高度化、交通基盤整備、
駅周辺のまちづくりを推進し、防災性の向上と合わせ、交通機能、商業・業務
機能、交流機能、街なか居住機能など多様な都市機能の充実や、賑わいの更な
る創出を図っていくことが重要となります。

大宮駅グランドセントラルステーション化構想整備方針（案）イメージ
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（３）安全・安心の確保
本市で想定される災害リスクのうち、地震災害における災害リスクを評価す
ると、リスクが重なり重点的、優先的に対応することが必要な地区の存在が確
認されています。そのため、リスクを継続的に把握し、市民や事業者に分かり
やすく情報発信していくとともに、災害リスクが高い地区においては地区特性
に合わせた具体施策を展開していく必要があります。
また、都市全体の防災性や安全性の向上を目指して、災害に強く有効な土地
利用を支える都市基盤整備を効果的・効率的に進めていく必要があることか
ら、土地区画整理事業等の市街地開発事業を推進していくことが重要となりま
す。

（４）移動環境の向上
本市の鉄道・バスといった公共交通の利用者数は、年々増加を続けてきまし
たが、将来の交通量の見通しを見てみると、公共交通利用が減少する一方、自
動車利用が増加する可能性があります。
誰もが使いやすく移動しやすい交通環境を形成していくためには、まちづく
りと連携した駅周辺の交通結節機能の強化、公共交通ネットワークの充実及び
身近な交通手段である自転車の利用環境の向上等を図り、過度の自動車利用を
抑制しつつ、多様な交通手段を確保していくことが重要となります。

資料：さいたまＳＭＡＲＴプラン

将来の交通量の見通し

「見沼・さぎ山交流ひろば」の活動の様子もに、「みどり」の豊かさを実感できる取
組を市民と協働で進めていくことが重要と
なります。
また、見沼田圃やその周辺においては、
地域資源を活用しながら散策環境の向上に
取り組むとともに、交流の場の創出や、市
民が自然に親しみやすく広域的な防災機能
も有する都市公園の整備などを進め、魅力
ある空間を創出していくことが重要となり
ます。

（５）「みどり」のオープンスペースの確保
本市の市街地は見沼田圃や荒川をはじめとした水とみどりに囲まれた都市構
造になっており、河川やそれに沿って広がる緑地等は首都圏の環境インフラと
して貴重な資産となっています。
みどりのオープンスペースは、憩いやレクリエーション、防災等、多様な機
能を有しており、本市が目指す集約・ネットワーク型都市構造の実現に向けた
社会資本として大変重要です。
特に、市街地の身近な「みどり」は、貴重であり、良好な住環境形成に欠か
せないものであることから、都市内に残された樹林地・農地の保全・活用の取
組や公園整備・機能更新により「みどり」のオープンスペースを確保するとと

鉄道・バスの年間利用者数の推移

319 322 320 319 321 326 334 333 344 348

53 54 51 52 53 55 55 55 56 57

1.00 1.01 1.00 1.00 1.01 1.02 1.05 1.05 1.08 1.09
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鉄道乗車人員 バス利用者数
鉄道乗車人員伸び率 バス利用者数伸び率

年間乗車人員・利用者数（百万人） 乗車人員・利用者数伸び率
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）東日本の対流拠点都市にふさわしい都市機能の充実・強化を図るまちづくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

1 総振さいたま新都心にぎわ 178,851 95,949 さいたま新都心地区内の都市施設の適正な維

倍増い創出事業 (113,322) (83,908) 持管理に加え、にぎわいづくりや地域価値を

成長〔都心整備課〕 さらに高めるため、さいたま新都心まちづく

創生 り推進協議会と連携し、エリアマネジメント

を推進

2 総振さいたま新都心将来ビ 194,250 462,579 さいたま新都心将来ビジョンに掲げる目標で

成長ジョン推進事業 (41,026) (70,979) ある「広域的な安心・安全を担うまち」とし

創生〔都心整備課〕 て、北袋町１丁目地区の取組を推進

3 総振氷川参道歩行者専用化 39,280 9,817 氷川参道の歩行者専用化に向けて、課題など

成長事業 (39,280) (9,817) の対応について検討するほか、交通運用の変

〔氷川参道対策室〕 更に伴う関連施設等の工事を実施

4 拡大大宮駅周辺地域戦略ビ 126,901 102,566 大宮駅周辺のターミナル街区におけるまちづ

総振ジョン推進事業 (119,188) (102,566) くりの具体化を図るため、大宮駅グランドセ

成長〔東日本交流拠点整備 ントラルステーション化構想を策定し、交通

創生課〕 基盤整備、駅周辺のまちづくり、駅機能の高

度化を三位一体で推進

5 総振市街地再開発推進事業 108,851 2,250,544 市街地再開発事業を推進するとともに、浦和

成長〔浦和駅周辺まちづく (30,699) (153,582) 西口停車場線（県庁通り）の事業用地の取

創生り事務所〕 得、補償等を実施

東日本の対流拠点として多様な都市機能の充実・強化を図るため、都心における基盤整

備や駅周辺のまちづくりを推進していくとともに、魅力ある住環境の創造・形成のため、

市街地の整備・改善及び既存ストックの活用を推進していきます。また、安全・安心の都

市づくりのため、地区特性に応じた取組や市街地開発事業を推進するとともに、移動しや

すい交通環境の形成のため、交通結節機能の強化や多様な交通手段を確保する施策を展開

していく一方、みどりのオープンスペースの確保のため、樹林地・農地の保全・活用や公

園整備等を推進し、魅力ある空間を創出していきます。

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

6 総振浦和駅中ノ島地下通路 13,156 515,485 浦和駅から西口バスターミナルへの円滑な移

成長整備事業 (13,156) (143,185) 動経路を確保するため、東西連絡通路と西口

〔浦和駅周辺まちづく 中ノ島地下道とを接続する通路を整備

り事務所〕

7 総振大宮駅東口大門町２丁 4,200,400 3,959,000 市街地再開発組合に対して補助金等を交付

成長目中地区第一種市街地 (298,000) (196,710) し、大宮駅東口のリーディングプロジェクト

創生再開発事業 である再開発事業を推進

〔大宮駅東口まちづく

り事務所〕

8 総振大宮駅西口まちづくり 2,760,662 229,832 大宮駅西口の未整備地区について、狭あい道

成長推進事業 (191,271) (124,429) 路の解消や居住環境の向上等の課題を解決す

創生〔大宮駅西口まちづく る実現可能な基盤整備の方針を検討

り事務所〕

9 総振大宮駅西口第四土地区 1,466,000 2,255,000 業務・商業機能の集積及び都心地区にふさわ

成長画整理事業 (886,697) (903,497) しい市街地形成を図るため、建物移転や区画

創生〔大宮駅西口まちづく 道路整備等の面的基盤整備を行い、土地利用

り事務所〕 の転換を促進

（２）風格や賑わいを創出させる魅力あるまちづくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

10 総振与野本町駅周辺地区ま 11,413 7,615 「与野本町駅周辺地区まちづくりマスタープ

成長ちづくり事業 (0) (0) ラン」に掲げたプロジェクトを推進するた

〔まちづくり総務課〕 め、中央区役所周辺の公共施設再編や与野本

町駅周辺の利便性の向上に向けた検討を実施

11 総振浦和東部・岩槻南部地 96,779 32,540 まちのブランド力を高める都市環境の形成に

成長域整備推進事業 (51,389) (10,532) 向けた河川空間活用や街並み誘導等を検討・

創生〔浦和東部まちづくり 検証するための都市デザイン推進業務等を実

事務所〕 施するとともに交通環境改善を図るための歩

道等の整備、維持管理を実施

12 総振与野本町駅周辺地区ま 8,519 7,012 「与野本町駅周辺地区まちづくりマスタープ

成長ちづくり事業 (0) (7,012) ラン」に位置付けられているリーディングプ

〔与野まちづくり事務 ロジェクトの実現に向けて、地域が主体とな

所〕 る協議会を支援し、「歴史を伝える本町通り

のまちづくり」に関する取組を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

13 総振岩槻歴史街道事業 13,025 11,849 岩槻歴史街道事業に位置付けた裏小路のまち

成長〔岩槻まちづくり事務 (0) (0) なみづくりの実現に向けて、地元協議会の運

創生所〕 営支援及び住民等と協働でまちなみルールの

運用を行い、また裏小路のみちづくりの事業

化へ向けた検討を実施

（３）災害に強い都市環境整備を効率的・効果的に推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

14 総振防災都市づくり計画推 12,004 8,532 防災を明確に意識した都市づくりのため、災

成長進事業 (8,714) (5,692) 害リスクの改善・軽減に向けた施策を検討す

創生〔都市総務課〕 るとともに、具体施策を効果的・効率的に進

める社会資本整備に関する計画等を推進

15 総振組合施行等土地区画整 14,642,629 15,372,641 土地区画整理組合に対して補助金を交付し、

成長理支援事業 (442,366) (1,508,579) 健全な市街地を形成

〔区画整理支援課〕

16 総振西大宮駅周辺まちづく 9,213 5,670 安全で安心な都市づくりの推進を図るため、

成長り推進事業 (9,213) (5,670) 指扇土地区画整理事業と併せて「地区外アク

創生〔日進・指扇周辺まち セス道路」の整備に向けた手続きを進め、関

づくり事務所〕 係機関協議、用地測量等を実施

17 総振浦和東部第一特定土地 2,209,000 2,763,000 本市の副都心にふさわしい魅力ある市街地と

成長区画整理事業 (799,056) (637,453) するため、建物移転や宅地造成、都市計画道

創生〔浦和東部まちづくり 路等の基盤整備を行い、快適な住環境を形成

事務所〕

18 総振武蔵浦和駅周辺地区ま 7,400 6,500 武蔵浦和駅第７－１街区及び第８－２街区の

成長ちづくり推進事業 (7,400) (0) まちづくり方策を検討・整理し、地権者を対

創生〔浦和西部まちづくり 象としたまちづくり勉強会・協議会等を開催

事務所〕

19 総振与野駅西口土地区画整 69,958 62,019 与野駅西口周辺の商業経済の中心地であり、

成長理事業 (18,860) (60,969) さいたま新都心への南の玄関口として相応し

〔与野まちづくり事務 い街づくりを目指し、公共施設の整備改善を

所〕 図ることにより、健全かつ良好な居住環境を

もつ市街地を形成

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

20 総振南与野駅西口土地区画 1,367,000 1,043,000 南与野駅西口周辺における土地活用促進を図

成長整理事業 (380,693) (393,158) るため、公共施設の整備改善に資する取組を

〔与野まちづくり事務 実施し、安全で安心な都市基盤整備を推進

所〕

21 総振岩槻駅西口土地区画整 414,881 412,145 岩槻駅前という立地が生かされていなかった

成長理事業 (81,663) (84,177) ため、都市計画道路等の整備を行い、商業の

創生〔岩槻まちづくり事務 活性化と潤いのある住環境を形成

所〕

22 総振江川土地区画整理事業 131,000 417,000 岩槻区中央部（東武野田線の北側）に位置す

成長〔岩槻まちづくり事務 (130,947) (416,947) る江川地区において、土地区画整理事業によ

創生所〕 り岩槻駅、東岩槻駅を中心とした既成市街地

と一体化した良好な市街地を形成

（４）誰もが使いやすく移動しやすい交通環境を形成するまちづくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

23 総振都市計画道路見直し事 13,190 17,130 「さいたま市道路網計画」において類型化し

業 (13,190) (17,130) た未整備の都市計画道路について、事業課や

〔都市計画課〕 地元等の要請により、関係権利者の合意形成

を図りながら、都市計画の変更手続に着手

24 総振地域公共交通施策検討 8,059 14,000 地域公共交通協議会において、地域公共交通

成長調査 (8,059) (14,000) 網形成計画の素案を策定するとともに、東西

創生〔交通政策課〕 交通大宮ルートにおける課題について検討

25 総振自転車政策事業 69,597 61,922 さいたま自転車まちづくりプラン～さいたま

倍増〔自転車まちづくり推 (66,029) (59,722) はーと～に基づき、「人と環境にやさしい　

創生進課〕 安全で元気な自転車のまち　さいたま」の実

現のための各施策を実施（自転車駐車場整備

事業を含む）

26 総振七里駅舎改修事業 36,152 11,018 七里駅橋上駅舎化及び自由通路の整備を進

〔区画整理支援課〕 (36,152) (11,018) め、地域の利便性や安全性を向上

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（５）さいたま市らしい豊かな自然環境の保全・活用と身近な緑の空間の創出を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

27 総振（仮称）北袋１丁目防 742,993 607,510 市民の憩い、レクリエーションの場となる身

災公園整備事業 (82,493) (80,110) 近な公園を整備するとともに、さいたま新都

〔都市公園課〕 心の広域防災・医療拠点を補完するオープン

スペースを確保

28 総振（仮称）セントラル 46,900 26,600 見沼田圃の自然・歴史・文化を次世代に引き

成長パーク整備事業 (46,900) (26,600) 継ぐとともに、広域的な防災拠点の整備に向

創生〔都市公園課〕 けて、環境影響評価を平成28年度から平成30

年度にかけて継続費で実施

29 総振 身近な公園整備事業 508,371 809,057 都市公園の適正な配置・整備に向けて、公園

倍増 〔都市公園課〕 (133,671) (184,857) が不足する地域を重点に、歩いて行ける身近

創生 な公園を整備（(仮称)北袋１丁目防災公園整

備事業を除く）

30 総振指定緑地等設置・保全 544,004 438,334 オープン型・クローズ型緑地の保全事業、緑

創生事業 (210,800) (192,830) 地保全ボランティア活動の推進により、良好

〔みどり推進課〕 な自然環境を有する緑地の保全を推進

31 総振見沼田圃基本計画の推 48,636 42,920 「農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさ

倍増進と新たな活用 (37,736) (42,920) と“みぬま”」を実現するために、見沼田圃

成長〔見沼田圃政策推進 基本計画アクションプランを着実に推進する

創生室〕 とともに、活用につながる取組の充実と情報

発信力を強化

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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３．見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

自転車まちづくり
推進課

印刷製本費の見直し 放置自転車台数が減少傾向にあるため、印刷部数を削減する。 △ 364

自転車まちづくり
推進課

償還金の見直し 過去の実績から必要な金額を精査し、予算額を縮小する。 △ 60

市街地整備課 研修会参加人数の見直し
研修会の内容の精査により、研修会への参加人数を見直し、予
算額を縮小する。

△ 10

市街地整備課 旅費の見直し 旅行回数の精査により、予算額を縮小する。 △ 51

日進・指扇周辺
まちづくり事務所

燃料費の見直し 過去の実績を踏まえ、燃料費を縮小する。 △ 9

日進・指扇周辺
まちづくり事務所

消耗品費の見直し 消耗品の精査により、消耗品費を縮小する。 △ 27

都心整備課 消耗品費の見直し 課内で使用する消耗品の内容を精査し、消耗品費を縮小する。 △ 30

都心整備課 消耗品費の見直し
ふれあいプラザで使用する消耗品の内容を精査し、消耗品費を
縮小する。

△ 40

大宮駅西口まち
づくり事務所

印刷用紙代の見直し 文書の電子化を進めたため、印刷用紙代を縮小する。 △ 28

大宮駅西口まち
づくり事務所

電話通話料の見直し 過去の実績を踏まえ、電話通話料を縮小する。 △ 39

大宮駅西口まち
づくり事務所

コピー使用料の見直し 過去の実績を踏まえ、コピー使用料を縮小する。 △ 60

みどり推進課
ハンギングバスケット講習会
（サイクルフェスタ会場の装
飾）の見直し

費用対効果の観点から、地元商業施設との協働によるさいたま
新都心駅での緑化事業に一本化することで、予算額を縮小す
る。

△ 781

みどり推進課見
沼田圃政策推
進室

消耗品費の見直し 購入内容を精査し、消耗品費を縮小する。 △ 103

東浦和まちづくり
事務所

印刷製本費の見直し
まちづくりだよりの発行時期を変更することにより、発行回数を2回
から1回にすることで、予算額を削減する。

△ 150

日進・指扇周辺
まちづくり事務所

通信運搬費の見直し 過去の実績を踏まえ、通信運搬費を縮小する。 △ 60

岩槻まちづくり事
務所

研修会参加人数の見直し
研修会の内容を精査し、研修会への参加人数を見直したことに
より、予算を減額する。

△ 22
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 656

２ 3,515

３ 1,761

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 16款

19款

-

＜主な事業＞

１ 1,355 ４ 33,081 

２ 13,190 ５ 6,417 

３ 11,745 
　地域地区及び地区計画の決定・変更に係る調査業務等
を行います。

予算額 65,788

都市計画道路見直し事業 事務費その他
　道路網計画に基づき、都市計画道路の見直し候補と
なった路線について、関係権利者の合意形成を図り、都
市計画変更の手続を進めます。

　都市計画に関する会議への参加や車両等の賃借を行い
ます。

地域地区・地区計画の策定、調査等業務

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4102、4310

都市計画審議会の運営 都市計画調査等業務
　都市計画に関する事項等について、諮問機関である都
市計画審議会で、その内容の審議を行います。

　都市計画基礎調査結果を踏まえ第８回区域区分等見直
しに向けた調査・研究や都市計画基本図等の修正を行い
ます。

前年度予算額 70,924

増減 △ 5,136 

235 

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 300 

　都市計画に関する各種構想や計画等の策定、調査等を行うことで、都市計画行
政を推進します。

一般財源

事務事業名 都市計画推進事業（都市総務課） 予算額 5,932
局/部/課 都市局/都市計画部/都市総務課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源 5,932

＜事業の目的・内容＞

　局内及び部内各業務の総合調整を行い、都市計画行政を推進します。

前年度予算額 4,959

増減 973 

　東北・上越新幹線の両側に確保されている環境空間の
現状等を踏まえ、土地利用方針の見直し等を行います。

各種協議会や研修会への参加に伴う負担金

　都市における各種課題に関する調査、研究、情報収集
や交換を行うための協議会、研修会に参加します。

都市計画の管理運営
　局内、部内における各業務の総合調整を行い、都市計
画事務の円滑な推進と運営等を行います。

環境空間整備推進事業

局/部/課 都市局/都市計画部/都市計画課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 使用料及び手数料

事務事業名 都市計画推進事業（都市計画課）

65,253 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 3,552

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 19款

＜主な事業＞

１ 7,157都市開発基金への積立て
　都市開発基金を金融機関に預入れしたこと等により生
じた利子について、同基金に積立てを行います。

前年度予算額 14,321

増減 △ 7,164 

＜事業の目的・内容＞

　市街地開発事業及び都市施設整備に係る資金を積み立てるために設置された基
金に対して、積立てを行います。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4101（一部）

広報誌等の発行
　市民と行政の協働によるまちづくりの取組や市民活動
の状況、都市局からの情報等を掲載内容としたまちづく
り広報誌「korekara」等を発行します。

局/部/課 都市局/都市計画部/都市総務課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 財産収入 7,157

事務事業名 都市開発基金積立金 予算額 7,157

3,552

事務事業名 参加型まちづくり支援事業 予算額 3,552

前年度予算額 4,245

増減 △ 693 

＜事業の目的・内容＞

　市民のまちづくりに対する興味や関心を呼び起こすとともに、自らが参加する
ことへの「きっかけ」づくりを提供するため、まちづくり広報誌等の発行やホー
ムページでの情報提供等を通して、市民参加意識の醸成を図り、都市づくりの基
本理念である「市民と行政の協働」を推進します。

局/部/課 都市局/都市計画部/都市総務課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 17款

-

＜主な事業＞

１ 12,004

２ 281

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 93

２ 295

　大規模な災害が発生したときに起こり得る被害を防止・軽減するため、防災都
市づくりに取り組むとともに、被災後の迅速な都市復興が可能となるような災害
に強い都市構造の実現に向けたまちづくりを推進します。

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源 388

＜事業の目的・内容＞

増減 3,498 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 6102

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 8,995

事務事業名 都市環境改善推進事業（都市総務課） 予算額 12,285

事務事業名 都市環境改善推進事業（開発調整課） 予算額 388

局/部/課 都市局/都市計画部/都市総務課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 国庫支出金 3,290

局/部/課 都市局/都市計画部/開発調整課

防災都市づくり計画推進事業
　防災を明確に意識した都市づくりのために、災害リス
クの改善・軽減に向けた施策を検討するとともに、具体
施策を効果的・効率的に進めるための社会資本整備に関
する計画等を推進します。
負担金その他

　都市防災推進協議会における負担金及び会議に出席す
るための旅費等を支出します。

前年度予算額 8,787

前年度予算額 388

増減 0 

　地震や豪雨等により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、被災宅地危険度
判定士が被害の発生状況を迅速かつ的確に把握して、被災した宅地の危険度を判
定することにより、二次災害を防止し、住民の安全を図ります。

被災宅地危険度判定士の養成
　被災宅地危険度判定制度の普及、啓発活動を行い、被
災宅地危険度判定士を養成します。
　また、被災宅地危険度判定士の技術向上のため、模擬
訓練等の研修会を実施します。
被災宅地危険度判定活動

　被災宅地危険度判定活動が円滑に機能、運営できるよ
う、実施・支援体制の維持、拡充を図ります。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 23款

-

＜主な事業＞

１ 9,923 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 16款

23款

-

＜主な事業＞

１ 260 ４ 8,156 

２ 397 

３ 51 

事務事業名 都市計画情報システム作成事業 予算額 9,923
局/部/課 都市局/都市計画部/都市計画課

前年度予算額 9,808

増減 115 

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 諸収入 1,188 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 8,735 

　都市計画変更及び各種情報の変化等に伴い、都市計画情報を更新することで、
最新の情報提供を行います。

事務事業名 屋外広告物適正化推進事業 予算額 8,864
局/部/課 都市局/都市計画部/都市計画課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 使用料及び手数料 5,960 

都市計画情報システム業務
　「都市計画窓口支援システム」及び「都市計画決定図
書閲覧システム」の運用、保守管理、並びに「さいたま
市地図情報」の情報更新を行います。

前年度予算額 8,839 

増減 25 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1310（一部）

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 29 

　屋外広告物条例に基づき、屋外広告物の許可、屋外広告業の登録、違反広告物
について是正指導、簡易除却等を行うとともに、キャンペーンや市民ボランティ
ア組織による違反広告物の撤去制度等により屋外広告物の適正化を推進します。

一般財源 2,875 

　協議会・研修等へ参加し、屋外広告物に関する調査研
究を行います。

屋外広告物適正化 違反広告物の簡易除却業務
　屋外広告物条例に基づき、屋外広告物許可及び屋外広
告業登録事務を行います。また、屋外広告物の管理に関
する周知を行います。

　違反広告物の簡易除却や必要な是正指導を行います。

簡易除却ボランティアの活動支援
　簡易除却ボランティアの登録や保険の加入等、ボラン
ティア活動に必要な支援を行います。

屋外広告物に関する調査研究
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 294 

２ 96 

３ 3,500 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 17款

23款

-

＜主な事業＞

１ 8,059 ４ 7,179

２ 27,250

３ 5,211

事務事業名 都市景観形成推進事業 予算額 3,890
局/部/課 都市局/都市計画部/都市計画課

前年度予算額 3,353 

増減 537 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1310（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源 3,890 

＜事業の目的・内容＞

　さいたま市景観計画に基づく景観誘導や景観意識の高揚を図るための啓発を行
い、良好な都市景観形成を推進します。

　良好な都市景観を形成するため、誘導手段に関する調
査検討を行います。また、協議会・研修会等へ参加し景
観形成の推進のための調査研究を行います。

事務事業名 交通政策事業 予算額 47,699
局/部/課 都市局/都市計画部/交通政策課

景観審議会の運営
　景観計画に関する事項等について、諮問機関である景
観審議会で、その内容の審議を行います。

景観法に基づく行為の届出事務及び景観啓発

　一定規模以上の建築物等の新築等について、法による
行為の届出により、景観計画に基づく景観誘導を行いま
す。また、市民の活動支援や景観重要建造物・樹木の指
定等を行い、市民の景観に対する意識啓発を図ります。

景観形成に関する調査研究

＜特記事項＞

　大宮駅東口第２タクシープールの移設工事が完了しました。 前年度予算額 67,484

増減 △ 19,785 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4314、4315

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 国庫支出金 8,900

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 388

　自動車に過度に依存しない交通体系の実現に向け、さいたま市総合都市交通体
系マスタープラン基本計画に基づき、計画の立案や各種施策等を推進します。
　また、東京都市圏交通計画協議会に参加し、総合的な都市交通計画を推進する
ため、人や物の流れに関する基礎調査を行います。

一般財源 38,411

　「さいたま市都市交通戦略」に基づく事業の進行管理
を行います。また、今後のモビリティ・マネジメントの
展開に関する検討を行います。

地域公共交通施策検討調査 さいたまカーフリーデーの実施その他
　地域公共交通協議会において、地域公共交通網形成計
画の素案を策定します。また、東西交通大宮ルートにお
ける課題について検討します。

　自動車に過度に依存しない交通体系の実現に向け「車
の使い方」を市民と行政が一緒に考えるための周知啓発
と、快適で賑わいのある歩行空間を創出するイベントを
行います。

東京都市圏パーソントリップ調査
　東京都市圏交通計画協議会において、10年に1回実施し
ているパーソントリップ調査について、本体調査を行い
ます。

都市交通戦略推進管理
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 19款

-

＜主な事業＞

１ 7,346

２ 21,667

３ 103,380

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 20,942 ４ 23,100

２ 130,027 ５ 10,443

３ 164,500 ６ 61,335

事務事業名 交通バリアフリー推進事業 予算額 132,393
局/部/課 都市局/都市計画部/交通政策課

＜特記事項＞

　市内3駅（南浦和駅、北浦和駅、浦和美園駅）のホームドア設置に対し、補助金
を交付します。

前年度予算額 34,750

増減 97,643 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4305、4306（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 財産収入 17,668

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 114,725

 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」
及び本市のバリアフリー基本構想に基づき、交通結節点である市内鉄道駅等のバ
リアフリー化を推進します。

　鉄道事業者による交通バリアフリー化設備等の整備費
用について、補助要綱に基づき補助します。また、吉野
原駅等の利用者の調査を行い、駅のバリアフリー化手法
について検討を行います。

事務事業名 バス対策事業 予算額 410,347
局/部/課 都市局/都市計画部/交通政策課

バリアフリー基本構想推進管理
　「さいたま市バリアフリー基本構想」に位置づけた重
点整備地区における特定事業の進行管理を行います。ま
た、基本構想の見直しに向けた検討を行います。

東京２０２０大会に向けた浦和美園駅ホームドア等設備補助事業

　東京２０２０大会に向けて、鉄道事業者による浦和美
園駅ホームドア設置費用について、補助要綱に基づき補
助します。

交通バリアフリー化設備等設置事業その他

＜特記事項＞

　長距離バスターミナルの暫定整備に伴い、大型バス駐車場を整備します。 前年度予算額 279,034

増減 131,313 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4302、4304

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 諸収入 250

＜事業の目的・内容＞ 市債 7,800

　市民に身近な公共交通であるバスについて、利用環境整備や利用促進を図るた
め、各種事業の推進を図ります。また、市民・運行事業者・市が協働し、交通空
白地区・交通不便地区等を対象とした地域公共交通の導入及び運行について、持
続可能な地域公共交通となるよう検討します。

一般財源 402,297

　コミュニティバス及び乗合タクシーの運行に対する経
費の一部を事業者に補助します。

　コミュニティバス等の車両購入に対する費用を事業者
に補助します。

コミュニティバス等の導入及び改善支援 ノンステップバス導入促進事業費補助
　「コミュニティバス等導入ガイドライン」に基づき、
コミュニティバス等の導入及び改善検討の支援を行いま
す。

　ノンステップバスの導入に係る費用の一部をバス事業
者に補助します。

長距離バスターミナルの暫定整備 コミュニティバス乗降場の環境改善
　長距離バスターミナルについて、暫定整備に関する実
施設計を行うとともに、大型バス駐車場整備工事等を行
います。

　交通結節点である市内鉄道駅の駅前広場に設置された
コミュニティバスの乗降場について、利用促進・利便性
向上のため、上家を設置します。

コミュニティバス等運行事業費補助 コミュニティバス等車両購入費補助等その他

-330-



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 10,000

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 16款

19款

23款

＜主な事業＞

１ 210,875 ４ 15,248

２ 32,229

３ 23,975

事務事業名 自転車駐車場整備事業 予算額 10,000
局/部/課 都市局/都市計画部/自転車まちづくり推進課

前年度予算額 10,000

増減 0 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4119（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源 10,000

＜事業の目的・内容＞

　自転車駐車場を整備することにより、自転車利用者の利便性の向上及び駅前広
場の良好な環境を図ること等を目的に、市内各駅周辺地区において整備予定の自
転車駐車場に関する調査、建設工事、民間事業者の自転車等駐車場整備費に対す
る補助金交付等を行います。

事務事業名 自転車駐車場管理事業 予算額 282,327
局/部/課 都市局/都市計画部/自転車まちづくり推進課

民営自転車等駐車場建設補助金交付事業
　市内に民営自転車等駐車場を設置する者に対し、建設
補助金を交付します。

前年度予算額 276,636

増減 5,691 

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 使用料及び手数料 93

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 30,165

　自転車利用者の利便性の向上及び駅前広場の良好な環境を図ること等を目的
に、設置している市営自転車駐車場の管理運営を実施します。

諸収入 252,069

　自転車等駐車場の管理に係る負担金及び修繕積立金を
支出します。

自転車駐車場施設修繕 施設等保守管理
　公共施設マネジメントアクションプランに基づき、自
転車等駐車場の老朽化等に伴う計画的修繕に加えて、利
用者の利便性向上に資する修繕を行います。

　自転車駐車場の管理に係る経費として保守管理等委託
料、光熱水費等を支出します。

自転車駐車場用地・機器賃借
　自転車等駐車場用地及び監視カメラを賃借します。

自転車等駐車場管理負担金及び修繕積立金
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 16款

19款

23款

＜主な事業＞

１ 50,183 ４ 8,014

２ 137,698

３ 185,905

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 16款

23款

-

＜主な事業＞

１ 123,736 ４ 51,816

２ 64,714

３ 30,586

事務事業名 自動車駐車場管理事業 予算額 381,800
局/部/課 都市局/都市計画部/自転車まちづくり推進課

前年度予算額 383,246

増減 △ 1,446 

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 使用料及び手数料 125,659

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 51

　自動車利用者の利便性の向上、駅前広場の良好な環境を図ること等を目的に設
置している市営自動車駐車場の管理運営を実施します。

諸収入 256,090

　自動車駐車場の管理に係る負担金及び修繕積立金を支
出します。

事務事業名 放置自転車対策事業 予算額 270,852
局/部/課 都市局/都市計画部/自転車まちづくり推進課

自動車駐車場施設修繕 北与野駅北口地下駐車場改修設計
　公共施設マネジメントアクションプランに基づき、自
動車駐車場の老朽化等に伴う計画的修繕を行います。

　北与野駅北口地下駐車場の機械式駐車設備の老朽化に
伴う改修に合わせて、利用しやすさの向上や効率的な運
営に資する改修を計画的に行うための改修設計を行いま
す。

施設等保守管理
　岩槻駅東口公共駐車場及び北与野駅北口地下駐車場の
管理に係る経費として光熱水費、保険料、保守管理委託
料を支出します。

自動車駐車場管理費及び修繕積立金

前年度予算額 271,684

増減 △ 832 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4119（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 使用料及び手数料 7,320

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 189,029

　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、駅前広場、道路その他公共の場所
における歩行者等の通行の安全を確保し、市民の良好な生活環境を保持するた
め、自転車及び原付バイクの放置防止対策に係る放置監視業務、撤去業務、返還
業務、売却等の処分その他これらに付随する業務を実施します。

一般財源 74,503

　撤去した放置自転車等を自転車保管所で保管し、撤去
手数料の徴収と併せ、利用者への返還を行います。

放置自転車等監視業務 放置自転車対策事業管理業務
　市内各駅周辺の放置禁止区域に自転車等放置監視員を
配置し、自転車等の放置防止の啓発、自転車駐車場への
案内及び誘導を行います。

　自転車保管所等の施設維持管理、その他の放置自転車
対策に関する業務を行います。

放置自転車等撤去業務
　駅前広場、道路等の公共の場所に放置された自転車等
の撤去を行います。

撤去自転車等返還業務

-332-



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 23款

-

＜特記事項＞

＜主な事業＞

１ 6,060 ４ 5,100

２ 20,166 ５ 7,712

３ 17,451 ６ 3,108

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 16款

19款

＜主な事業＞

１ 2,885 ４ 3,138

２ 919

３ 666

　開発行為許可申請等の書類審査、許可等の処分に係る
所要の手続を行います。

　開発許可地理情報システムの運用保守と検査済証等の
電子化を継続して行います。

開発に関する基準等の運用管理その他
　都市計画法に基づく開発行為の許可に係る基準等の制
定、改廃を必要に応じ行うとともに、手引書の印刷を行
います。また、各行政協議会に出席します。

開発審査会事務
　開発審査会へ付議及び審査請求があった場合の事務を
行います。

前年度予算額 7,437

増減 171 

都市計画法に基づく許認可等事務 開発許可地理情報システム等の運用保守

事務事業名 開発行為等許認可事業 予算額 7,608

事務事業名 自転車政策事業 予算額 59,597
局/部/課 都市局/都市計画部/自転車まちづくり推進課

　前年度のサイクルフェスタの開催にかかる予算は補正予算（第１号）に計上し
ています（30,335千円）。

前年度予算額 51,922

増減 7,675 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1306（一部）、4119（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 諸収入 3,568

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 56,029

　自転車を利用しやすい環境が整っている本市の特徴を生かし、自転車のまちづ
くりを積極的に推進していくため、「さいたま自転車まちづくりプラン～さいた
まはーと～」に基づき、「人と環境にやさしい　安全で元気な自転車のまち　さ
いたま」の実現のための各施策を実施します。

　自転車利用の推進、子ども・子育て支援の充実、自転
車の安全利用の啓発のため、3人乗り電動アシスト自転車
等の貸出しを行う「子育てパパ・ママ自転車アシストプ
ロジェクト」を推進します。

　自転車のまちづくりを推進するための協議会の運営、
さいたまはーとの普及啓発のほか、その他の自転車政策
業務を行います。

ぷらっとライドさいクル事業 自転車ネットワーク整備計画の中間見直し

　市民の健康の保持増進、観光振興等を目指し、市内回
遊型レクリエーションルートをＰＲするサイクリング
マップを作成します。また、自転車の楽しさを日常的に
体験できる場の検討を行います。

　昨年度実施した調査検討の結果を踏まえ、平成26年4月
に策定した「さいたま市自転車ネットワーク整備計画」
の中間見直しを行います。

サイクルフェスタの開催 コミュニティサイクル事業
　本市の自転車政策の取組や自転車の魅力等を広く効果
的に発信するため、２０１８ツール・ド・フランスさい
たまクリテリウムの開催にあわせ、サイクルフェスタを
開催します。

　さいたま市コミュニティサイクルについて、当初に導
入した200台の自転車を老朽化に対応するため更新しま
す。

3人乗り自転車安全利用推進事業 その他

局/部/課 都市局/都市計画部/開発調整課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 使用料及び手数料 7,452

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 156

　無秩序な宅地開発を防止するため、都市計画法に基づく許認可事務、開発行為
の手続に関する条例の運用等を行うことにより、良好な都市環境の確保に努めま
す。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 132 ４ 24

２ 311

３ 60

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 159 -

＜主な事業＞

１ 31,424 

都市局/都市計画部/都市公園課

前年度予算額 491

増減 36 

事務事業名 用地先行取得事業特別会計繰出金（都市公園課） 予算額 31,424

前年度予算額 31,381

増減 43 

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源 527

＜事業の目的・内容＞

　国が中心に実施する「土地の日」、「土地月間」の広
報活動の一環として、地価に関する情報について、パネ
ル展示、市報及びホームページへの掲載、ポスター掲示
等を行います。

土地利用審査会事務 地価公示・地価調査
　国土利用計画法に基づく土地利用審査会に係る事務を
行います。

　地価動向を把握するため、地価公示・地価調査の分科
会等に参加します。

土地売買等の届出審査
　国土利用計画法に基づき、土地売買等の届出について
利用目的の審査を行います。

｢土地月間｣等の広報活動

　国土利用計画法に基づき一定規模（市街化区域2,000㎡、市街化調整区域5,000
㎡）以上の土地売買について、利用目的審査及び地価動向を把握することによ
り、適正かつ合理的な土地利用の確保を図ります。また、投機的土地取引の防止
を図ります。

事務事業名 土地売買届出審査事業 予算額 527
局/部/課 都市局/都市計画部/開発調整課

局/部/課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/1目 都市計画総務費 一般財源 31,424

＜事業の目的・内容＞

　公共用地取得に伴う償還金について、一般会計から繰出しを行います。

用地先行取得事業特別会計への繰出し [参考]
　　繰出金の推移
　　・平成24年度決算額　　　572,756,576円
　　・平成25年度決算額　　　516,601,120円
　　・平成26年度決算額　　　328,160,487円
　　・平成27年度決算額　　　 30,849,364円
　　・平成28年度決算額　　　 30,742,732円

　公共用地取得に伴う償還金について、一般会計から繰
出しを行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 16款

19款

20款

23款

＜主な事業＞

１ 144,934

２ 738

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 20款

23款

＜主な事業＞

１ 4,893

２ 2,205

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/まちづくり総務課 

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 使用料及び手数料 3,757

　まちづくり推進部内の連絡調整、取りまとめ業務及び都市整備関連外郭団体へ
の支援・指導を行うとともに、所管する市有床等の普通財産の管理を行います。

寄附金 70,058

諸収入 1,150

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 70,707

事務事業名 都市整備事務事業（まちづくり総務課） 予算額 145,672

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/市街地整備課

所管普通財産の市有床等の管理
　市街地再開発事業による市有床等の適正な管理を行い
ます。

事務費その他
　職員研修の旅費、一般事務用消耗品費、研修会参加負
担金等を支出します。

前年度予算額 128,590

増減 17,082 

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 寄附金 7,097

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1

　土地区画整理事業、市街地再開発事業等に関する指導、国庫補助金の調整、認
可等を行います。

事務事業名 都市整備事務事業（市街地整備課） 予算額 7,098

社会資本総合整備計画策定等業務
　国の社会資本整備総合交付金交付要綱に基づき、社会
資本総合整備計画の策定等を行います。

事務費その他
　職員研修の旅費、一般事務用消耗品、研修会参加負担
金等を支出します。

前年度予算額 6,501

増減 597 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 16款

19款

20款

＜主な事業＞

１ 3,392 ４ 4,700

２ 510 ５ 5,362

３ 4,210 ６ 4,289

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 20款

＜主な事業＞

１ 11,413

２ 224

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/まちづくり総務課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 使用料及び手数料 2

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 133

　まちづくりセミナーの開催、まちづくり専門家の派遣、まちづくり支援補助金
の交付により市民の自主的なまちづくり活動を支援します。また、土地区画整理
事業の長期未着手地区を対象に、都市計画の見直しと基盤整備の推進を目指しま
す。

寄附金 22,328

事務事業名 まちづくり支援・団体育成事業 予算額 22,463

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/まちづくり総務課

まちづくりセミナーの開催 まちづくり支援制度の検討
　住民参加のまちづくりについての市民意識の向上と地
域のまちづくりリーダーの育成を目的に、まちづくりセ
ミナーを開催します。

　地域の良好な環境やまちの価値を維持向上させるまち
づくり活動の推進に向けて、具体的な支援内容の検討を
行います。

まちづくり専門家の派遣 土地区画整理事業の長期未着手地区の見直し

　専門的な知識や経験を生かした講義、指導、助言等に
よりまちづくり活動を支援することを目的に、グループ
の集会や勉強会等にまちづくり専門家を派遣します。

　土地区画整理事業の長期未着手地区である大門地区を
対象に、市民と協働で作成したまちづくり方針に基づ
き、地区計画の作成及び合意形成に向けて、住民主体で
組織されたまちづくり協議会を支援します。

まちづくり支援補助金の交付 事務費その他

前年度予算額 21,932

増減 531 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4101（一部）、4107（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 寄附金 11,637

＜事業の目的・内容＞

　与野本町駅周辺地区まちづくりマスタープランに基づき、本市の地域拠点であ
る与野本町駅周辺地区のまちづくり事業を推進します。

　市街地の計画的な整備の推進を目的として活動してい
るまちづくり団体に対して、まちづくり活動の費用の一
部を交付します。

　事業用地を適切に維持・管理するとともに、事業の円
滑な運営と推進を図るため、旅費、一般事務消耗品費等
を支出します。

事務事業名 まちづくり推進事業（まちづくり総務課） 予算額 11,637

与野本町駅周辺地区まちづくり事業
　まちづくりマスタープランに掲げたプロジェクト推進
のため、地域のまちづくり協議会と協働で、中央区役所
周辺の公共施設再編に向けた検討や与野本町駅周辺の利
便性向上に向けた施策の検討を行います。

事務費その他
　事務の円滑な運営と推進を図るため、旅費、一般事務
消耗品費等を支出します。

前年度予算額 7,875

増減 3,762 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4108、4110
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 17款

20款

24款

＜主な事業＞

１ 217,091

２ 8,519

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 20款

＜主な事業＞

１ 13,025

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/与野まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 国庫支出金 111,760

＜事業の目的・内容＞ 寄附金 27,450

　南与野駅西口土地区画整理事業と連携し、地区界を縦断的に跨ぐ南与野駅南通
り線を一体整備することにより、周辺地域における生活環境の向上に寄与しま
す。また、本市の地域拠点である与野本町駅周辺地区のまちづくり事業を推進す
るとともに、地域が主体となる協議会のまちづくり活動を支援します。

市債 86,400

事務事業名 まちづくり推進事業（与野まちづくり事務所） 予算額 225,610

南与野駅西口地区周辺のまちづくり
　南与野駅南通り線整備に伴い、事業用地確保のため、
土地評価及び建物等調査を実施し、建物等移転補償、用
地取得を行います。

与野本町駅周辺地区まちづくり事業
　与野本町駅周辺地区まちづくりマスタープランに位置
付けているリーディングプロジェクトの実現に向けて、
地域が主体となる協議会を支援するとともに、地域住民
等と協働で、本町通りのまちづくりに関する取組を実施
します。

＜特記事項＞

　南与野駅南通り線整備の進捗に伴い、用地取得面積が増加しました。 前年度予算額 184,984

増減 40,626 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4112

＜事業の目的・内容＞

　本市の副都心である岩槻駅周辺地区のまちづくり事業を推進します。

事務事業名 まちづくり推進事業（岩槻まちづくり事務所） 予算額 13,025
局/部/課 都市局/まちづくり推進部/岩槻まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 寄附金 13,025

岩槻歴史街道事業
　岩槻歴史街道事業に位置付けた裏小路のまちなみづく
りの実現に向けて、地元協議会の運営を支援し、住民等
と協働でまちなみルールの運用を開始します。また、裏
小路のみちづくりの事業化へ向けた検討を行います。

前年度予算額 11,849

増減 1,176 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4218
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 -

＜主な事業＞

１ 36,134

２ 18

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 -

＜主な事業＞

１ 19,127

２ 6

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/区画整理支援課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 一般財源 36,152

＜事業の目的・内容＞

　七里駅の橋上駅舎化及び自由通路の整備を進め、地域の利便性や安全性の向上
を図ります。

事務事業名 七里駅舎改修事業 予算額 36,152

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/区画整理支援課

橋上駅舎実施設計業務 [参考]
　橋上駅舎・自由通路の実施設計や工事費の算出等を実
施します。

事務費その他
　鉄道事業者及び関係機関との連絡調整、事務遂行のた
め、必要な事務費を支出します。

＜特記事項＞

　七里駅の橋上駅舎化及び自由通路の整備に伴う実施設計を行います。 前年度予算額 11,018

増減 25,134 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4303

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 一般財源 19,133

＜事業の目的・内容＞

　大和田駅北口周辺の駅前広場や都市計画道路の整備を進め、地域の利便性や安
全性の向上を図ります。

事務事業名 大和田駅北口周辺まちづくり推進事業 予算額 19,133

北口駅前広場及び周辺街路の予備設計業務 [参考]
　北口駅前広場及び周辺街路の整備を推進するため、予
備設計を実施します。

事務費その他
　関係機関との連絡調整、事務遂行のため、必要な事務
費を支出します。

前年度予算額 22,006

増減 △ 2,873 

事業施行位置図

事業施行位置図

事業対象エリア
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 16款

17款

19款

24款

-

＜主な事業＞

１ 342,650 [参考]

２ 9,213

３ 103,745

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 16款

19款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 104,034

２ 6,311

３ 625

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/日進・指扇周辺まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 使用料及び手数料 1

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 137,060

　西大宮駅を核とする良好な市街地の形成を図るため、駅周辺の整備と交通課題
の改善を実施します。また、大宮西部特定土地区画整理事業の協定書に基づき都
市再生機構への分担金を支出します。

財産収入 3,551

市債 185,000

一般財源 129,996

事務事業名 西大宮駅周辺まちづくり推進事業 予算額 455,608

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/日進・指扇周辺まちづくり事務所

都市再生機構施行の土地区画整理事業の支援

　土地区画整理事業に関する調整を行うとともに、事業
への分担金を支出します。

アクセス道路整備
　指扇土地区画整理事業と併せて「地区外アクセス道
路」の整備に向けた手続きを進め、関係機関協議、用地
測量等を実施します。

事務所維持管理経費及び西大宮駅関連用地管理等

＜特記事項＞

　大宮西部特定土地区画整理事業に係る協定書に基づく都市再生機構への分担金
が縮小しました。

前年度予算額 925,689

増減 △ 470,081 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4214（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 使用料及び手数料 2

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 1

　日進駅の橋上化による北口開設をはじめとする地域の生活環境の改善と本市の
副都心にふさわしい都市機能の導入を図るため、地域住民との協働によるまちづ
くりを行います。また、日進駅南口駅前広場、日進七夕通りの美装化、南北地区
の狭あい道路整備等を行い、安全・安心なまちづくりを推進します。

諸収入 1

市債 90,200

一般財源 20,766

　日進・指扇周辺まちづくり事務所の維持管理及び西大
宮駅周辺の植栽管理等を行います。

西大宮駅周辺位置図

事務事業名 日進駅周辺まちづくり推進事業 予算額 110,970

＜特記事項＞

　日進七夕通りの電線共同溝整備の進捗に合わせて、引込管等設備の整備を行い
ます。

前年度予算額 218,627

増減 △ 107,657 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4214（一部）

　事業の円滑な推進と運営を図るための旅費等を支出し
ます。

日進駅南北地区のまちづくり [参考]
　日進七夕通りの電線共同溝整備を推進します。また、
歩道美化ルールの運用体制や既定まちづくりルールの改
正等に向け、地元権利者と検討するためのワークショッ
プを行います。

事業用地管理
　事業用地及び七夕通りを安全かつ適正に維持管理する
ため、修繕、草刈等を行います。

事務費その他

七夕通り美装化完成イメージ図
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 -

＜主な事業＞

１ 6,700

２ 100

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 23款

-

＜主な事業＞

１ 1,708 

前年度予算額 1,706

増減 2 

＜特記事項＞

　西浦和駅周辺のまちづくりの課題整理の進捗に合わせて、地元が主体となる協
議会を支援します。

前年度予算額 3,797

増減 3,003 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4107（一部）

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費

事務事業名 西浦和駅周辺まちづくり推進事業 予算額 6,800

　長期未着手地区である西浦和第一土地区画整理事業を見直すとともに、西浦和
駅周辺の特性に応じたまちづくりを推進します。

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和西部まちづくり事務所

一般財源 6,800

＜事業の目的・内容＞

諸収入 3 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 1,705 

　部内の連絡調整、取りまとめ等を行い、都心地区の魅力あるまちづくりを推進
します。

西浦和駅周辺まちづくりの推進 [参考]
　地元が主体となる協議会を支援するとともに、地域住
民等と西浦和駅周辺のまちづくりの検討を協働で行いま
す。

市有地維持管理
　西浦和地区の市有地の維持管理を行います。

都心整備推進事業
　部内の連絡調整及び事務遂行に当たり、必要な庶務
（旅費、消耗品の購入等）を行います。

事務事業名 都心整備推進事業 予算額 1,708
局/部/課 都市局/都心整備部/都心整備課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費

西浦和第一地区位置図
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 15款

17款

19款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 159,050 ４ 8,634 

２ 11,167 

３ 194,250 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 -

＜主な事業＞

１ 39,280 ４ 1,000

２ 5,562

３ 4,914市民との協働によるまちづくりの推進
　氷川参道を中心とした「市民参加型のまちづくり」を
推進するため、地元まちづくり協議会が開催する各種イ
ベントやワークショップ等を支援します。

＜特記事項＞

　歩行者専用化に伴う氷川参道及び周辺生活道路への交通関連施設等の工事を実
施します。

前年度予算額 21,141

増減 29,615 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4204

氷川参道歩行者専用化事業 氷川参道並木の管理保全
　氷川参道の歩行者専用化に向けて、課題などの対応に
ついて検討を行います。また、交通運用の変更に伴う関
連施設等の工事を行います。

　保存緑地の維持管理に対して補助金を交付します。

平成ひろば等の継続利用に関する検討
　平成ひろば及び周辺道路の継続利用について、関係権
利者等との調整を図るため、氷川参道の一部区間の測量
を行います。

局/部/課 都市局/都心整備部/都心整備課氷川参道対策室

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 一般財源 50,756

＜事業の目的・内容＞

　歴史・文化的資産であり、都心部に残された貴重な緑の空間である氷川参道の
歩行者環境を将来にわたり引き継ぐため、地元まちづくり協議会との協働作業に
よる並木の保全、交通問題への対応を図りながら歩行者専用化を目指します。
　また、平成ひろば等の継続利用に関する検討を行います。

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4210（一部）、4211、4306（一部）

都市施設の適正な管理 さいたま新都心まちづくり推進協議会の活動支援等

　安全で快適なまちづくりを推進するため、歩行者デッ
キやさいたま新都心西口駅前広場等の施設修繕や巡回警
備により適正な維持管理を行うほか、さいたま新都心駅
前大型映像装置の改修を行います。

　地域価値を高め持続可能なまちづくりを実現するた
め、エリアマネジメントを推進します。また、さいたま
新都心まちづくり推進協議会に対して負担金を支出しま
す。

ふれあいプラザの管理運営
　全ての人が安心して快適に活動するためのまちづくり
の拠点として、さいたま新都心ふれあいプラザの管理運
営を行うとともに、さいたま新都心まちづくりボラン
ティアの活動支援を行います。

さいたま新都心将来ビジョン推進事業
　さいたま新都心将来ビジョンに掲げる目標である「広
域的な安心・安全を担うまち」として、北袋町1丁目土地
区画整理事業関係道路の電線共同溝及び道路の整備を行
います。

事務事業名 大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（氷川参道対策室） 予算額 50,756

局/部/課 都市局/都心整備部/都心整備課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 分担金及び負担金 94 

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 28,980 

　さいたま新都心地区において、都市施設を適正に管理するほか、さいたま新都
心まちづくりボランティア及びさいたま新都心まちづくり推進協議会の活動を支
援するとともに、さいたま新都心将来ビジョンの実現に向けた取組を行います。
また、地域のにぎわいづくりや地域価値をさらに高めるため、地元主体のエリア
マネジメントを推進します。

財産収入 9,597 

諸収入 1,382 

市債 178,700

一般財源 154,348

事務事業名 さいたま新都心賑わい創出事業 予算額 373,101

＜特記事項＞

　にぎわいや地域価値のさらなる向上のため、さいたま新都心まちづくり推進協
議会と連携し、地元主体のエリアマネジメントを推進します。

前年度予算額 558,528

増減 △ 185,427 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 17款

-

＜主な事業＞

１ 126,901 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 15款

16款

17款

19款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 4,200,400 ４ 9,502

２ 3,197,894 ５ 35,487

３ 27,168 ６ 8,977大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業その他 大宮駅東口駅前おもてなし公共施設維持管理事業

  大宮駅周辺地域戦略ビジョンの優先的プロジェクトで
ある「おもてなしまち再生」を推進するために、地元ま
ちづくり団体の活動支援等を行います。

　大宮駅東口駅前おもてなし公共施設の適正な維持管理
を行います。

＜特記事項＞ 一般財源 763,613

　氷川緑道西通線整備推進事業の進捗に合わせて用地買収、補償等を行うほか、
大門町2丁目中地区再開発組合に補助金等を交付し、再開発事業を推進します。

前年度予算額 4,836,300

増減 2,643,128 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4201、4202、4210（一部）

大宮駅東口大門町２丁目中地区第一種市街地再開発事業 大宮駅東口公共施設再編推進事業
　市街地再開発組合の工事に係る施設建築物工事費等の
費用の一部を補助します。

　「大宮駅東口周辺公共施設再編／公共施設跡地活用全
体方針」に基づき、地区ごとに立ち上げるプロジェクト
チームで具体的な検討を行うとともに、官民連携事業の
導入に向けた調査・検討を行います。

氷川緑道西通線整備推進事業その他 アーバンデザインセンター大宮運営事業
　氷川緑道西通線の南区間で道路整備工事等を実施する
ほか、北区間で用地買収、補償及び物件調査等を行いま
す。

　「大宮駅周辺地域戦略ビジョン」の実現に向け、産・
官・民・学がオープンかつフラットにまちづくりを推進
するアーバンデザインセンター大宮の運営を支援しま
す。

局/部/課 都市局/都心整備部/大宮駅東口まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 分担金及び負担金 72

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 10

　大宮駅周辺地域戦略ビジョンは、大宮駅周辺地域を政令指定都市さいたま市の
「顔」にふさわしい地域にしていくことを目的としたまちづくり計画です。ビ
ジョンで掲げた将来像である「東日本の顔となるまち」「おもてなし、あふれる
まち」「氷川の杜、継ぐまち」の実現に向け、各種事業を推進します。

国庫支出金 1,700,822

財産収入 1,268

諸収入 43

市債 5,013,600

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4207

大宮駅グランドセントラルステーション化構想推進事業

　東日本中枢都市としての競争力を強化するため、大宮
駅グランドセントラルステーション化構想の策定・推進
を図り、大宮駅の機能高度化、交通基盤の整備及び駅周
辺のまちづくりの事業化に向けた検討等を行います。

事務事業名 大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（大宮駅東口まちづくり事務所） 予算額 7,479,428

　大宮駅周辺地域戦略ビジョンのターミナル街区におけるまちづくりの具体化を
図るため、大宮駅グランドセントラルステーション化構想を策定し、大宮駅の駅
前広場を中心とした交通基盤整備、駅前広場に隣接した街区のまちづくり、乗換
改善等を含めた駅機能の更なる高度化を一体的に推進することにより、東日本の
玄関口である大宮、ひいてはさいたま市のプレゼンス向上を目指します。

＜特記事項＞

　大宮駅グランドセントラルステーション化構想で位置づける予定の事業毎の検
討を進めます。

前年度予算額 102,566 

増減 24,335 

事務事業名 大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（東日本交流拠点整備課） 予算額 126,901 

局/部/課 都市局/都心整備部/東日本交流拠点整備課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 国庫支出金 7,713 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 119,188 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 -

＜主な事業＞

１ 10,237 [参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 16款

17款

21款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 2,707,834 ４ 3,615

２ 25,017 ５ 12,395

３ 11,801
　大宮駅西口第四土地区画整理事業の進捗に合わせ上落
合桜木線を整備するため、用地買収に向けた調査・測量
等を行います。

　大宮駅西口第３－Ｂ地区市街地再開発組合における、権利変換計画認可後の移
転等の補償費に対し、補助金を交付します。

前年度予算額 229,832

増減 2,530,830 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4206（一部）

大宮駅西口第三地区まちづくり推進事業 大宮駅西口第五地区まちづくり推進事業
　大宮駅西口第三地区まちづくり方針に基づき、地区内
におけるまちづくりの機運醸成に向けた啓発等を行うと
ともに、市街地再開発事業にかかる補助金交付や都市計
画道路の整備、事業用地の維持管理を行います。

　市有地等の活用と連携を図り、地区内権利者の意向を
確認しながら、第五地区のまちづくりの方針を検討しま
す。

大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業 事務所維持管理
　大宮駅周辺地域戦略ビジョンの推進・具体化に向け、
安全で快適に利用できる道路空間の整備や将来に向けて関
係者との調整を実施します。

　大宮駅西口まちづくり事務所及び当事務所が管理する
事業用地の維持管理を行います。

都市計画道路上落合桜木線整備外事業

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 使用料及び手数料 12,806

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 1,385,875

　大宮駅西口の未整備地区については、狭あい道路の解消や居住環境の向上など
の課題があり、「防災性の向上」、「商業環境の向上」が求められております
が、これらの課題を解決するために、各地区の特性を生かしたまちづくりに資す
る実現可能な基盤整備の方針を検討します。

繰入金 4,909

諸収入 1

市債 1,165,800

一般財源 191,271

＜特記事項＞

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4209

桜木駐車場用地活用推進業務
　桜木駐車場用地の活用方法について、これまでの検討
結果を踏まえて、ＭＩＣＥ機能に限定することなく東日
本の対流拠点形成に資する適切な活用方法とその実現方
策の検討を行います。

事務事業名 大宮駅西口まちづくり推進事業 予算額 2,760,662
局/部/課 都市局/都心整備部/大宮駅西口まちづくり事務所

　桜木駐車場用地の更なる有効活用を図ることにより、地域の防災性を確保する
とともに多様な人々の交流とにぎわいの創出並びに街を訪れる人々が憩い安らげ
る空間の創出を実現し、もって東日本の中枢都市としてのプレゼンスとブランド
力を高め、地域の活性化につなげます。

＜特記事項＞

　早期に対策が必要な土壌汚染区域に対する措置が完了しました。 前年度予算額 30,474

増減 △ 20,237 

事務事業名 桜木駐車場用地活用事業 予算額 10,237

局/部/課 都市局/都心整備部/東日本交流拠点整備課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/2目 都市整備費 一般財源 10,237

＜事業の目的・内容＞

市営桜木駐車場用地位置図
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 161 -

＜主な事業＞

１ 7,607

２ 13,156

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 163 16款

19款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 476,848 

２ 2,428,904 

３ 97,798 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4117（一部）

都市公園等の管理
　公園施設の修繕、改修、備品購入等、適正な維持管理
を行います。

指定管理者による管理運営
　指定管理者制度により、都市公園の管理運営を行いま
す。

公園予定地の管理その他
　公園予定地の維持管理や民間児童遊園地への助成等を
行います。

　都市公園等の管理運営、修繕、取得用地の維持管理を行うとともに、民間児童
遊園地の整備等に対する助成を行います。

諸収入 3

市債 41,000

一般財源 2,871,748

前年度予算額 2,975,760

増減 27,790 

事務事業名 都市公園等管理事業 予算額 3,003,550
局/部/課 都市局/都市計画部/都市公園課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/4目 公園費 使用料及び手数料 67,799

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 23,000

＜特記事項＞

　浦和駅中ノ島地下通路の本体工事が平成29年度で完成しました。 前年度予算額 531,770

増減 △ 511,007 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4212（一部）

鉄道高架化事業
　浦和駅周辺の鉄道高架化事業に係る道路修繕工事等を
行います。

浦和駅中ノ島地下通路整備事業
　浦和駅東西連絡通路と西口中ノ島地下道とを接続する
通路の整備に係る用地処理、復旧工事、精算を行いま
す。

事務事業名 鉄道高架推進事業 予算額 20,763
局/部/課 都市局/都心整備部/浦和駅周辺まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/3目 街路事業費 一般財源 20,763

＜事業の目的・内容＞

　浦和駅周辺の鉄道を高架化することにより、鉄道により分断されていた浦和駅
周辺の東西市街地の一体化、均衡ある発展を図ります。
　また、浦和駅から西口バスターミナルへの円滑な移動経路を確保するため、浦
和駅東西連絡通路と西口中ノ島地下道とを接続する浦和駅中ノ島地下通路の整備
を行います。
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 163 17款

24款

-

＜主な事業＞

１ 1,251,364 ４ 57,733 

２ 46,900 ５ 130,452 

３ 133,894 

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 163 17款

-

＜主な事業＞

１ 16,806 ４ 2,780

２ 2,196

３ 32,333

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4114、4115

民有地の緑化推進 緑化啓発イベントの開催その他
　記念樹の贈呈や建築物の屋上、壁面及び道路に面する
敷地の緑化に係る経費の一部を助成するなど、民有地の
緑化を推進します。

　シビックグリーンさいたまや、さくらそう品評会等の
イベントを実施し、市民の緑に対する意識の醸成を図り
ます。

緑のカーテン事業の実施
　公共施設及び家庭や事業所などにおける緑のカーテン
事業の取組を推進し、ヒートアイランドの緩和、省エネ
ルギーの促進を図ります。

花いっぱい運動の推進
　市民花壇の維持管理や花苗の配布等の支援を行い、花
いっぱい運動を推進します。

市民花壇（見沼区）

　市街地における緑を創出するため、多様な手法により緑化を推進するととも
に、緑化啓発事業等の実施により市民の緑に対する意識の高揚を促進し、市民と
の協働による緑豊かで潤いのあるまちづくりを推進します。

前年度予算額 54,383

増減 △ 268 

見沼通船堀公園整備事業
　国指定史跡の見沼通船堀と周辺の斜面林を取り込み、
見沼田圃の環境に調和した歴史と自然に触れ合える総合
公園の整備に向けて、用地取得等を行います。

事務事業名 緑化推進事業 予算額 54,115

局/部/課 都市局/都市計画部/みどり推進課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/5目 緑化推進費 国庫支出金 1,050 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 53,065 

前年度予算額 1,551,949

増減 68,394 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1307、1308、4109、4116、4117（一部）

身近な公園整備事業 与野中央公園整備事業
　市民の憩いやレクリエーションの場を創出する都市公
園の適正な配置・整備に向け、公園の不足する地域を重
点に、歩いて行ける身近な公園の整備を推進します。

　市街地における緑に囲まれた市民の憩いや運動の場と
なる総合公園の整備に向けて、用地取得等を行います。

(仮称)セントラルパーク整備事業 公園施設の新設・改修その他
　見沼田圃の自然・歴史・文化を次世代に引き継ぐとと
もに、広域的な防災拠点の整備に向けて、環境影響評価
を平成28年度から平成30年度にかけて継続費で実施しま
す。

　既存公園の長寿命化、利便性向上を図るため、上落合
北公園トイレ改修工事をはじめ、公園施設の新設や改修
等を行います。

局/部/課 都市局/都市計画部/都市公園課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/4目 公園費 国庫支出金 54,400

＜事業の目的・内容＞ 市債 1,204,500

　都市化により野外レクリエーションの場が減少する中で、緑に囲まれた安全な
遊び場や市民のための運動場を提供し、併せて災害時の避難場所となる公園を整
備します。

一般財源 361,443

事務事業名 都市公園等整備事業 予算額 1,620,343

［参考］
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 163 16款

17款

24款

-

＜主な事業＞

１ 458,093 ４ 4,082

２ 81,000

３ 829

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 163 16款

23款

-

＜主な事業＞

１ 6,573生産緑地地区に係る事務
　生産緑地法に基づき土地所有者の申出等による生産緑
地地区の指定及び解除に係る都市計画手続等を行いま
す。

　市街化区域内にある農地を重要な緑として保全することを目的として、生産緑
地地区に係る事務手続を行います。

一般財源 6,560

前年度予算額 9,980

増減 △ 3,407 

緑地保全ボランティア活動の推進
　みどり愛護会等の緑地保全ボランティア活動に対して
保全活動に必要な物品の支給等の支援を行います。

みどりの祭典

事務事業名 生産緑地関係事業 予算額 6,573

局/部/課 都市局/都市計画部/みどり推進課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/5目 緑化推進費 使用料及び手数料 12

＜事業の目的・内容＞ 諸収入 1

前年度予算額 438,334

増減 105,670 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1303

オープン型緑地の保全事業 みどりの祭典の実施
　特別緑地保全地区や自然緑地、市民緑地等のオープン
型緑地の維持管理、整備を行います。

　緑に関する啓発活動としてみどりの祭典を実施しま
す。

クローズ型緑地の保全事業
　保存緑地等のクローズ型緑地の維持管理に対して補助
金を交付します。

局/部/課 都市局/都市計画部/みどり推進課

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/5目 緑化推進費 使用料及び手数料 4

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 110,000

　都市緑地法及びみどりの条例に基づき、自然緑地等の維持管理及び整備、保存
緑地に対する補助金の交付等を行うことで、市内に残る良好な自然環境を有する
緑地の保全を推進します。

市債 223,200

一般財源 210,800

事務事業名 指定緑地等設置・保全事業 予算額 544,004

［参考］［参考］

-346-



（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 163 24款

-

＜主な事業＞

１ 48,636

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 16款

19款

-

＜主な事業＞

１ 7,400

２ 7,047

4213

331

　本市の副都心に位置付けられている武蔵浦和駅周辺地区（約30ha）について、
市街地再開発等によるまちづくりを推進します。

一般財源 14,110

前年度予算額 13,378

増減 1,069 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞

＜特記事項＞

　見沼散策の拠点となるような広場の整備工事に着手します。 前年度予算額 42,920

増減 5,716 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 1306（一部）

見沼田圃基本計画の推進と新たな活用 [参考]
　「農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさと“みぬ
ま”」を実現するために、見沼田圃基本計画アクション
プランを着実に推進するとともに、活用につながる取組
の充実と情報発信力を強化します。

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和西部まちづくり事務所

事務事業名

局/部/課 都市局/都市計画部/みどり推進課見沼田圃政策推進室

款/項/目 8款 土木費/4項 都市計画費/5目 緑化推進費 市債 10,900

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 37,736

　首都圏に残された貴重な大規模緑地空間である見沼田圃を保全・活用・創造す
るため、「さいたま市見沼田圃基本計画」で定めた見沼田圃づくりの基本方針に
沿って、農、歴史・文化、観光・交流等に係る諸施策を積極的に推進します。

事務事業名 見沼田圃の保全・活用・創造事業 予算額 48,636

市街地再開発推進事業（浦和西部まちづくり事務所） 予算額 14,447

款/項/目 8款 土木費/5項 市街地再開発事業費/1目 市街地再開発事業費 使用料及び手数料 6

＜事業の目的・内容＞ 財産収入

武蔵浦和駅周辺地区まちづくり推進事業 [参考]
　武蔵浦和駅第７－１街区及び第８－２街区のまちづく
り方策を検討･整理し、地権者を対象としたまちづくり勉
強会・協議会等を開催します。

事務所、都市施設の維持管理
　浦和西部まちづくり事務所等の維持管理を行います。

武蔵浦和駅周辺図

３つの市民プロジェクト 主な取組内容

地域資源情報発信
・見沼田圃を活用した観光ルートづくり
・「見沼たんぼのホームページ」の運営
・「見沼たんぼ見どころガイド」の編集・発行

見沼散策環境向上
・見沼散策の拠点となるような広場の整備
・サクラサク見沼田んぼプロジェクトの推進
・案内板、ベンチ等の設置

見沼・さぎ山
交流ひろばの活用

・「みぬま秋フェス」等のイベントの開催
・サテライト施設の整備

アクションプランの主な取組

（平成29年度～平成33年度）
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 16款

17款

19款

24款

-

＜主な事業＞

１ 5,326 [参考]

２ 95,104

３ 8,421

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 16款

17款

19款

21款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 7,372,412

２ 7,246,610

３ 23,607

事務事業名 市街地再開発推進事業（浦和駅周辺まちづくり事務所） 予算額 108,851

　都市基盤の整備を推進するための浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業、浦
和西口停車場線の整備工事や事業用地の取得、補償等を実施し、都心としての形
成を進めます。

財産収入 1,751

市債 46,900

一般財源 30,699

[参考]
　土地区画整理組合に対し補助金を交付し、土地区画整
理事業を促進します。

土地区画整理組合への事業資金貸付け
　土地区画整理組合に対し、事業資金の貸付けを行い、
土地区画整理事業を促進します。

       浦和駅西口南高砂地区完成イメージ図

局/部/課 都市局/都心整備部/浦和駅周辺まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/5項 市街地再開発事業費/1目 市街地再開発事業費 使用料及び手数料 1

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 29,500

増減 △ 2,141,693 

事務所および用地の管理
　組合区画整理事業推進事務所及び用地を適正に管理し
ます。

8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 使用料及び手数料 26

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 1,268,330

　土地区画整理組合に対し、補助金の交付及び事業資金の貸付けを行い、土地区
画整理事業を促進し、健全な市街地の形成を図ります。

財産収入 28,269

繰入金

浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業
　浦和駅西口南高砂地区第一種市街地再開発事業を推進
するための関係手続及び、再開発組合に対して助言・支
援を行います。

　施設を適切に維持管理するため、必要機器の賃借、清
掃、警備等を行います。

款/項/目

＜特記事項＞

　浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業において、事業計画の見直しによりス
ケジュールの変更を行いました。

前年度予算額 2,250,544

浦和西口停車場線街路整備事業

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4212（一部）

　都市計画道路浦和西口停車場線（県庁通り）の事業用
地の取得、補償等を行います。

事務所の維持管理

一般財源 442,366

前年度予算額 15,372,641

増減 △ 730,012 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4106

事務事業名 組合施行等土地区画整理支援事業 予算額 14,642,629
局/部/課 都市局/まちづくり推進部/区画整理支援課

組合施行等土地区画整理事業

2,460,000

諸収入 7,249,438

市債 3,194,200

＜組合施行地区一覧表＞

地区名 面積 進捗率 地区名 面積 進捗率

丸ヶ崎 29.1ha 77.7％ 台・一ノ久保特定 16.0ha 97.1％

大間木水深特定 28.1ha 95.1％ 大和田特定 50.6ha 45.9％

大門第二特定 76.3ha 52.7％ 内谷・会ノ谷特定 13.5ha 81.9％

土呂農住特定 11.1ha 61.3％ 大谷口・太田窪 28.2ha 41.0％

風渡野南特定 13.7ha 95.7％ 中川第一特定 38.4ha 21.8％

蓮沼下特定 23.6ha 87.7％ 七里駅北側特定 32.0ha 17.0％

大門上・下野田特定 36.3ha 97.3％ 島町西部 40.0ha 48.6％

平成29年度末見込み
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 16款

20款

-

＜主な事業＞

１ 30,267 [参考]

２ 66,512

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 20款

＜主な事業＞

１ 3,176

　本市の副都心としてふさわしい都市機能の向上、まちのブランドの差別化に向
けて埼玉スタジアム周辺都市デザイン推進業務等を行い、「公民＋学」による連
携・協働による河川空間活用や交通環境改善、街並み誘導等を図ることにより、
良好な市街地を整備し、まちのブランド力を高める都市環境の形成を図ります。

一般財源 51,389

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和東部まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 使用料及び手数料 161

＜事業の目的・内容＞ 寄附金 45,229

事務事業名 浦和東部・岩槻南部地域整備推進事業 予算額 96,779

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/東浦和まちづくり事務所

埼玉スタジアム周辺都市デザイン推進業務等の実施

　河川空間活用や街並み誘導等の検討・検証のため、埼
玉スタジアム周辺都市デザイン推進業務、浦和美園駅周
辺街並み形成業務、みその都市デザイン協議会運営支援
業務等を実施します。

歩道整備工事の実施その他
　交通環境改善を図るため、歩道整備工事を実施すると
ともに遊歩道整備及び道路等の維持管理を目的とした修
繕業務等を実施します。

＜特記事項＞

　都市再生機構が施行する浦和東部第二地区、岩槻南部新和西地区の土地区画整
理事業の進捗により、土地区画整理法に基づく事業費負担が終了しました。

前年度予算額 785,765

増減 △ 688,986 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4215（一部）

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 寄附金 3,176

＜事業の目的・内容＞

　東浦和第二土地区画整理事業と連携し、中尾地区の水害を防止する調整池の整
備を行います。

事業施行位置図

事務事業名 東浦和第二地区まちづくり推進事業 予算額 3,176

第二調整池付帯施設設計業務
　第二調整池付帯施設の詳細設計を行います。

前年度予算額 19,040

増減 △ 15,864 
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 16款

19款

21款

23款

-

＜主な事業＞

１ 11,266 ４ 2,565

２ 9,515

３ 46,612

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 16款

17款

21款

23款

24款

-

＜主な事業＞

１ 280,310 ４ 17,877

２ 56,187

３ 60,507

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/与野まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 使用料及び手数料 1

＜事業の目的・内容＞ 財産収入 1,096

　健全かつ良好な居住環境を持つ市街地を造成するため、区画道路等の公共施設
の整備改善を図ります。

繰入金 50,000

諸収入 1 

一般財源 18,860 

事務事業名 与野駅西口土地区画整理事業 予算額 69,958

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/岩槻まちづくり事務所

業務委託の実施 事務費その他
　移転補償に伴う建物等調査積算業務、杭打測量業務、
換地設計修正業務等を実施します。

　与野駅西口土地区画整理事業に伴う事務、審議会の開
催等を行います。

公共施設整備の実施 [参考]
　土地区画整理事業の推進に向けた造成工事等を実施し
ます。

建物等移転補償の実施

＜特記事項＞

　建物等移転補償について、事業の進捗により前年度と比較して実施件数が増加
しました。

前年度予算額 62,019

増減 7,939 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4105（一部）

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 使用料及び手数料 17

＜事業の目的・内容＞ 国庫支出金 85,000

　岩槻駅西口地区は、岩槻駅の西側に隣接していながらも、駅西口の未開設や道
路等の公共施設の未整備により、駅前という立地が生かされていなかったため、
都市計画道路、区画道路等の整備を行い、商業の活性化と潤いのある住環境の形
成を図ります。

繰入金 100,000

諸収入 1

市債 148,200

一般財源 81,663

　土地区画整理事業の進捗に伴い建物等の移転補償を実
施します。

事務事業名 岩槻駅西口土地区画整理事業 予算額 414,881

建物等移転補償の実施 工事負担金その他
　土地区画整理事業の進捗に伴い、移転を要する建物等
の補償を実施します。

　水道布設工事の負担金を支出するとともに、岩槻駅西
口土地区画整理事業に伴う事務、審議会の開催等を行い
ます。

道路整備等工事の実施 [参考]
　土地区画整理事業の進捗に伴い、道路整備及び造成等
の工事を行います。

業務委託等の実施

前年度予算額 412,145

増減 2,736 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4219（一部）

　道路及び水路詳細設計、建物物件調査積算及び街区画
地点確定測量等の業務委託を実施します。

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

総事業費

※進捗率は平成29年度末見込み

約137億円

事業計画

昭和44年3月25日

昭和43年度～平成37年度

8.26ha

79.0％

事業計画

事業認可 平成9年4月1日

事業期間 平成9年度～平成39年度

施行面積 11.58ha

進捗率※ 77.4％

総事業費 約119億円

※進捗率は平成29年度末見込み
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 21款

-

＜主な事業＞

１ 886,695

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 -

＜主な事業＞

１ 1,004,767

前年度予算額 903,495

増減 △ 16,800 

大宮駅西口都市改造事業特別会計への繰出し

　大宮駅西口第四地区について土地区画整理事業による
都市基盤整備を行うため、一般会計から繰出しを行いま
す。

事務事業名 大宮駅西口都市改造事業特別会計繰出金 予算額 886,695

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/東浦和まちづくり事務所

局/部/課 都市局/都心整備部/大宮駅西口まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 繰入金 200,000

＜事業の目的・内容＞ 一般財源

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 一般財源 1,004,767

＜事業の目的・内容＞

　東浦和第二土地区画整理事業を推進するため、一般会計から繰出しを行いま
す。

事務事業名 東浦和第二土地区画整理事業特別会計操出金 予算額 1,004,767

686,695

　大宮駅西口第四地区において、土地区画整理事業による都市基盤整備を行うた
め、一般会計から繰出しを行います。

東浦和第二土地区画整理事業特別会計への繰出し

　東浦和第二土地区画整理事業の推進に要する諸経費に
ついて、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 1,014,936

増減 △ 10,169 

[参考]

繰出金の推移

・平成24年度決算額 305,461,687円

・平成25年度決算額 589,366,005円

・平成26年度決算額 806,745,890円

・平成27年度決算額 822,890,454円

・平成28年度決算額 889,759,901円

[参考]

繰出金の推移

・平成24年度決算額 759,051,890円

・平成25年度決算額 896,900,645円

・平成26年度決算額 1,014,282,703円

・平成27年度決算額 978,841,083円

・平成28年度決算額 1,037,725,423円
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 -

＜主な事業＞

１ 783,341 ［参考］

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 21款

-

＜主な事業＞

１ 380,693

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和東部まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 一般財源 783,341

＜事業の目的・内容＞

　浦和東部第一特定土地区画整理事業を推進するため、一般会計から繰出しを行
います。

事務事業名 浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計繰出金 予算額 783,341

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/与野まちづくり事務所

浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計への繰出し

　浦和東部第一特定土地区画整理事業の推進に要する諸
経費について、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 621,737

増減 161,604 

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 繰入金 190,000

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 190,693

　南与野駅西口土地区画整理事業を推進するため、一般会計から繰出しを行いま
す。

事務事業名 南与野駅西口土地区画整理事業特別会計繰出金 予算額 380,693

南与野駅西口土地区画整理事業特別会計への繰出し

　南与野駅西口土地区画整理事業の推進に要する諸経費
について、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 393,156

増減 △ 12,463 

[参考]

繰出金の推移

・平成24年度決算額 335,504,148円

・平成25年度決算額 396,767,820円

・平成26年度決算額 355,798,566円

・平成27年度決算額 352,597,370円

・平成28年度決算額 314,967,792円

繰出金の推移

・平成24年度決算額 878,195,127円

・平成25年度決算額 1,378,074,951円

・平成26年度決算額 1,513,378,795円

・平成27年度決算額 691,309,100円

・平成28年度決算額 1,524,578,211円
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 -

＜主な事業＞

１ 330,316

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 -

＜主な事業＞

１ 130,947 ［参考］

＜事業の目的・内容＞

　指扇土地区画整理事業を推進するため、一般会計から繰出しを行います。

事務事業名 指扇土地区画整理事業特別会計繰出金 予算額 330,316
局/部/課 都市局/まちづくり推進部/日進・指扇周辺まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 一般財源 330,316

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/岩槻まちづくり事務所

指扇土地区画整理事業特別会計への繰出し

　指扇土地区画整理事業の推進に要する諸経費につい
て、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 301,750

増減 28,566 

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 一般財源 130,947

＜事業の目的・内容＞

　江川土地区画整理事業を推進するため、一般会計から繰出しを行います。

事務事業名 江川土地区画整理事業特別会計繰出金 予算額 130,947

江川土地区画整理事業特別会計への繰出し

　江川土地区画整理事業の推進に要する諸経費につい
て、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 416,946

増減 △ 285,999 

[参考]

繰出金の推移

・平成24年度決算額 24,118,391円

・平成25年度決算額 156,456,317円

・平成26年度決算額 259,708,399円

・平成27年度決算額 231,419,559円

・平成28年度決算額 249,537,081円

繰出金の推移

・平成24年度決算額 476,618,303円

・平成25年度決算額 499,805,792円

・平成26年度決算額 515,431,500円

・平成27年度決算額 548,767,598円

・平成28年度決算額 397,636,201円
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 165 -

＜主な事業＞

１ 139,997 [参考]

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和東部まちづくり事務所

款/項/目 8款 土木費/6項 土地区画整理費/1目 土地区画整理費 一般財源 139,997

＜事業の目的・内容＞

　大門下野田特定土地区画整理事業を推進するため、一般会計から繰出しを行い
ます。

事務事業名 大門下野田特定土地区画整理事業特別会計繰出金 予算額 139,997

大門下野田特定土地区画整理事業特別会計への繰出し

　大門下野田特定土地区画整理事業の推進に要する諸経
費について、一般会計から繰出しを行います。

前年度予算額 45,997

増減 94,000 

繰出金の推移

・平成26年度決算額 40,402,108円

・平成27年度決算額 58,983,880円

・平成28年度決算額 49,784,692円
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 423 〔財源内訳〕

1款

2款

3款

4款

5款

6款

＜主な事業＞

983,976 [参考]

　（1）土地区画整理管理事務事業

　事務所運営と審議会の会議等を行います。 事業認可

　（2）大宮駅西口第四土地区画整理事業 事業期間

施行面積

進捗率※

総事業費

※進捗率は平成29年度末見込み

481,330

　（1）公債管理特別会計繰出金

　（2）公債管理特別会計繰出金

694

事業施行位置図

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

1,466,000

[2款：公債費]

＜事業の目的・内容＞

局/部/課

会計名 大宮駅西口都市改造事業特別会計 予算額

諸収入

886,695

繰越金

2

国庫支出金

繰入金

2

平成7年度～平成35年度

　予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

[1款：事業費]

176,000

[3款：予備費]

前年度予算額 2,255,000

増減 △ 789,000 

平成7年5月19日

　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理特
別会計へ繰出しを行います。

　事業に対する起債の利子を支払うため、公債管理特別
会計へ繰出しを行います。

都市局/都心整備部/大宮駅西口まちづくり事務所

　・建物等移転補償10件、中断移転補償57件を実施しま
す。
　・道路整備工事、整地工事を実施します。
　・建物調査積算業務、調査測量業務等を行います。

1

使用料及び手数料

市債 403,300

　大宮駅西口第四地区は、大宮駅西口に位置しながらも都市基盤整備が立ち遅
れ、狭あい道路による交通の混乱、建物の老朽化による防災上の不安などの諸問
題を抱えています。そこで、これらを解消し、都心地区にふさわしい魅力あるま
ちづくりを目指すため、土地区画整理事業による都市基盤整備を行います。

事業計画

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4206（一部）

9.68 

85.1%

約229億円

大宮駅西口

第四地区
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 447 〔財源内訳〕

1款

2款

3款

4款

5款

6款

7款

＜主な事業＞

1,108,126

事業計画

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

総事業費

666,190

684

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

繰越金

事業収入 5,400

繰入金 1,004,767

諸収入 1

市債

1,775,000

406,450

＜事業の目的・内容＞

都市局/まちづくり推進部/東浦和まちづくり事務所局/部/課

国庫支出金

前年度予算額

会計名 東浦和第二土地区画整理事業特別会計 予算額

46.3％

約251億円

358,200

使用料及び手数料 181

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4104

平成10年12月15日

平成10年度～平成42年度

76.72ha

1,898,000

増減 △ 123,000 

※進捗率は平成29年度末見込み

　東浦和第二土地区画整理事業地内76.72haにおいて、土地区画整理事業により、
地区内で進行している無秩序な市街地化を防止し、災害に強いまちづくりを目指
し、公共施設の整備と宅地の利用増進を図ります。

　（1）土地区画整理管理事務事業
　　事務所の運営と審議会、評価員の会議等を行いま
　す。
　（2）東浦和第二土地区画整理事業
　　土地区画整理事業の施行に必要な、建物や立竹木の
　移転に対し補償を実施します。また、盛土や道路の測
　量、設計業務を委託し、築造工事等を実施します。

[1款：事業費] [参考]

1

[2款：公債費]

　（1）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを行います。
　（2）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の利子を支払うため、公債管理特
　別会計へ繰出しを行います。

　予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

[3款：予備費]

至大宮

国道４６３号バイパス

至南浦和

至川口

　第２産業道路　　　　　

国道４６３号

東浦和駅

尾間木小・中

中尾小
緑区役所

東浦和第二地区

事業施行位置図
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 471 〔財源内訳〕

＜事業の目的・内容＞ 1款

2款

3款

4款

5款

6款

7款

＜主な事業＞

1,374,002

事業計画

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

834,657 総事業費

341

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

諸収入 1

会計名 浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計 予算額 2,209,000
局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和東部まちづくり事務所

市債 458,400

使用料及び手数料 1

　埼玉高速鉄道線浦和美園駅西口周辺の55.88haの区域を対象に、本市の副都心に
ふさわしい良好な市街地の整備を行うため、土地区画整理事業により道路・公園
等の都市基盤施設を整備・改善し、駅周辺の商業・業務機能の集積を図るととも
に、豊かな自然環境と調和した魅力ある住環境を形成することを目的とします。

国庫支出金 395,827

事業収入 555,714

繰入金 799,056

繰越金 1

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4216（一部）

前年度予算額 2,763,000

増減 △ 554,000 

　予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

[1款：事業費] [参考]

　（1）土地区画整理管理事務事業
　　事務所の運営と審議会の会議等を行います。
　（2）浦和東部第一特定土地区画整理事業
    土地区画整理事業の施行に必要な、建物や立竹木の
  移転に対し補償を実施します。また、盛土や道路の測
  量、設計業務を委託し、築造工事などを実施します。

平成13年3月27日

平成12年度～平成38年度

55.88ha

76.0％

[2款：公債費] 約223億円

　（1）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを行います。
　（2）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の利子を支払うため、公債管理特
　別会計へ繰出しを行います。

※進捗率は平成29年度末見込み

[3款：予備費]

事業施行位置図
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 495 〔財源内訳〕

1款

2款

3款

4款

5款

6款

7款

＜主な事業＞

1,258,849

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

107,247 総事業費

※進捗率は平成29年度末見込み

904

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

　（1）土地区画整理管理事務事業
　　事務所の運営と審議会の会議を行います。
　（2）南与野駅西口土地区画整理事業
　・建物等移転補償を実施します。
　・道路整備工事、造成工事等を実施します。
　・工事設計業務、建物調査積算業務等を行います。

　（1）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを行います。
　（2）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の利子を支払うため、公債管理特
　別会計へ繰出しを行います。

　予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

[3款：予備費]

事業計画

平成7年8月8日

平成7年度～平成35年度

14.67ha

会計名 南与野駅西口土地区画整理事業特別会計 予算額

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4105（一部）

451,300

　南与野駅西口地区において、「豊かな緑につつまれた公園のようなまち」をま
ちづくりのテーマに、人と環境に配慮した質の高い駅前広場や都市計画道路等の
都市基盤を有する良好な市街地形成を図ります。

1

前年度予算額 1,043,000

増減

[2款：公債費]

＜事業の目的・内容＞

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/与野まちづくり事務所

使用料及び手数料

77.5％

約107億円

[1款：事業費] [参考]

324,000 

5

繰越金

国庫支出金 534,750

繰入金 380,693

諸収入 1

市債

分担金及び負担金 250

1,367,000

至大宮 タツミ通り線

市役所

与野中央通り線

国道１７号

鴻沼川

南与野駅西口地区

県庁

町谷本太線

（建設中）

JR埼京線

国道17号

バイパス

道場三室線

（建設中）

国道463号

南与野駅

事業施行位置図
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 519 〔財源内訳〕

1款

2款

3款

4款

5款

6款

7款

8款

＜主な事業＞

730,068 [参考]

事業計画

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

総事業費

※進捗率は平成29年度末見込み

53,046

886

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

784,000

分担金及び負担金 626

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/日進・指扇周辺まちづくり事務所

会計名 指扇土地区画整理事業特別会計 予算額

＜事業の目的・内容＞

使用料及び手数料 5

市債 258,900

　指扇地区において、土地区画整理事業により道路･公園等の公共施設の整備・改
善を行い、災害に強い安全で快適なまちづくりを目指して、西大宮駅を核とする
新たな市街地の形成を図ります。

繰入金 330,316

繰越金 1

諸収入 1

国庫支出金 194,150

事業収入 1

前年度予算額 839,000

増減 △ 55,000 

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4214（一部）

[1款：事業費]

　（1）土地区画整理管理事務事業
　　事務所の運営と審議会、評価員の会議等を行いま
　す。
　（2）指扇土地区画整理事業
　・工事の設計、移転補償調査、用地管理業務等を行い
　ます。
　・雨水管布設工事、電線共同溝工事、区画道路工事、
　水道管敷設工事等を行います。
　・土地区画整理事業に係る建物等移転補償を行いま
　す。

平成17年10月11日

平成17年度～平成31年度

29.86ha

32.0%

約92億円

[2款：公債費]

　（1）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを行います。
　（2）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の利子を支払うため、公債管理特
　別会計へ繰出しを行います。

[3款：予備費]

　予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

指扇地区

国道16号
バイパス

JR川越線

指扇駅

国道17号
バイパス荒川

西区役所

西大宮駅

日進駅

鴨川

大宮駅

国道17号三橋総合公園

事業施行位置図
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 545 〔財源内訳〕

1款

2款

3款

4款

5款

＜主な事業＞

114,509

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

16,236 総事業費

255

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

131,000

＜事業の目的・内容＞ 使用料及び手数料 48

局/部/課 都市局/まちづくり推進部/岩槻まちづくり事務所

会計名 江川土地区画整理事業特別会計 予算額

諸収入 3

1

繰入金 130,947

繰越金 1

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4219（一部）

前年度予算額 417,000

増減 △ 286,000 

  江川地区は、岩槻区北部及び東部の土地区画整理事業地区と西部の既成市街地
に囲まれた、区の中央部（東武野田線の北側）に位置しています。
　本地区では土地区画整理事業により、岩槻駅、東岩槻駅を中心とした既成市街
地と一体化した良好な市街地の形成を図ります。

事業収入

  予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

昭和63年7月22日

昭和63年度～平成36年度

79.30ha

89.5%

約195億円

※進捗率は平成29年度末見込み

[1款：事業費] [参考]

　（1）土地区画整理管理事務事業
　　江川土地区画整理事業に伴う事務、審議会の開催等
　を行います。
　（2）江川土地区画整理事業
　・調整池排水機場実施設計修正業務を実施します。
　・道路詳細設計の業務委託を実施します。

[2款：公債費]

　（1）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを実施します。
　（2）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の利子を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを実施します。

事業計画

[3款：予備費]

東大宮岩槻線

南辻新曲輪線

岩槻区役所

国道１２２号

さいたま春日部線

東岩槻駅

元荒川

岩槻駅

江川地区

事業施行位置図
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 569 〔財源内訳〕

＜事業の目的・内容＞ 1款

2款

3款

4款

5款

＜主な事業＞

183,636

事業認可

事業期間

施行面積

進捗率※

4,297 総事業費

67

(※　職員人件費については、P.594に掲載しています。)

会計名 大門下野田特定土地区画整理事業特別会計 予算額 188,000
局/部/課 都市局/まちづくり推進部/浦和東部まちづくり事務所

使用料及び手数料 1

　埼玉高速鉄道線浦和美園駅西口の南側に位置する3.60haの区域を対象に、本市
の副都心にふさわしい良好な市街地の整備を行うため、土地区画整理事業により
道路・公園等の都市基盤施設を整備・改善し、魅力ある住環境の形成を図ること
を目的とします。

繰入金 139,997

繰越金 1

諸収入 1

市債 48,000

＜総合振興計画実施計画事業コード＞ 4216（一部）

前年度予算額 226,000

増減 △ 38,000 

　予見し難い予算の不足に充てるため、予算計上しま
す。

[1款：事業費] [参考]

　（1）土地区画整理管理事務事業
　　事務所の運営と審議会の会議等を行います。
　（2）大門下野田特定土地区画整理事業
    土地区画整理事業の推進のため、補償に伴う調査、
　積算等の業務を実施するほか、盛土造成工事を実施し
　ます。

事業計画

平成26年2月25日

平成25年度～平成37年度

3.60ha

20.0％

[2款：公債費] 約17億円

　（1）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の元金を償還するため、公債管理
　特別会計へ繰出しを行います。
　（2）公債管理特別会計繰出金
　　事業に対する起債の利子を支払うため、公債管理特
　別会計へ繰出しを行います。

※進捗率は平成29年度末見込み

[3款：予備費]

事業施行位置図
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